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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 9,524,936 9,656,612 9,040,349 9,431,090 9,494,091

経常利益 （千円） 2,156,439 2,131,627 1,908,774 1,779,913 2,011,402

親会社株主に帰属する当期純利

益
（千円） 1,522,553 1,475,202 1,320,319 1,264,700 1,442,177

包括利益 （千円） 1,549,193 1,524,802 1,348,822 1,316,291 1,443,539

純資産額 （千円） 16,165,964 17,200,618 17,729,214 18,415,890 17,851,200

総資産額 （千円） 17,874,187 18,857,636 19,241,498 19,941,910 19,595,072

１株当たり純資産額 （円） 640.58 680.51 705.25 731.24 751.94

１株当たり当期純利益 （円） 60.89 59.16 53.03 50.80 58.38

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
（円） 60.38 58.64 52.59 50.40 57.92

自己資本比率 （％） 89.2 90.1 91.1 91.4 90.1

自己資本利益率 （％） 9.8 9.0 7.7 7.1 8.0

株価収益率 （倍） 23.81 17.60 18.57 14.69 14.08

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 2,261,481 1,614,354 1,834,573 2,011,247 2,138,394

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △348,860 △1,137,251 △575,247 △392,609 △380,095

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △763,166 △560,861 △883,877 △684,297 △2,055,665

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 8,443,254 8,397,445 8,793,791 9,768,215 9,467,559

従業員数 （人） 348 352 350 358 364
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （千円） 8,201,178 8,231,611 7,913,319 8,070,973 8,277,131

経常利益 （千円） 1,766,984 1,844,997 1,735,234 1,563,668 1,623,942

当期純利益 （千円） 1,278,064 1,331,715 1,256,583 1,144,247 1,207,518

資本金 （千円） 455,330 455,330 455,330 455,330 455,330

発行済株式総数 （株） 25,035,034 25,035,034 25,035,034 25,035,034 25,035,034

純資産額 （千円） 13,925,431 14,768,321 15,205,706 15,721,514 14,926,730

総資産額 （千円） 15,304,144 16,219,239 16,538,349 17,044,173 16,366,484

１株当たり純資産額 （円） 550.60 583.06 603.70 623.12 627.40

１株当たり配当額
（円）

22.50 22.50 27.50 30.00 30.00

（うち１株当たり中間配当額） (10.00) (10.00) (15.00) (15.00) (15.00)

１株当たり当期純利益 （円） 51.12 53.40 50.47 45.96 48.88

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益

（円） 50.69 52.94 50.05 45.60 48.49

自己資本比率 （％） 89.6 89.7 90.7 91.1 90.0

自己資本利益率 （％） 9.5 9.4 8.5 7.5 8.0

株価収益率 （倍） 28.36 19.49 19.52 16.23 16.82

配当性向 （％） 44.0 42.1 54.5 65.3 61.4

従業員数 （人） 215 220 224 232 238

株主総利回り （％） 88.3 65.1 63.4 50.9 57.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 1,676 1,497 1,195 1,025 941

最低株価 （円） 1,339 969 968 725 656

　（注）１．最高・最低株価は、2022年４月３日までは東京証券取引所市場第一部、2022年４月４日より東京証券取引所

プライム市場、2025年11月７日以降は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

２．第63期の１株当たり配当額27円50銭は、創業70周年記念配当２円50銭を含んでおります。

３．第65期の１株当たり配当額30.00円のうち、期末配当額15.00円については、2026年６月24日開催予定の定時

株主総会の決議事項となっております。
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２【沿革】

年月 事項

1954年12月 切削工具及び関連機械の製造を目的として日進工具製作所創業

1961年９月 東京都品川区に(有)日進工具製作所設立

1969年12月 現在の本社所在地に工場（本社工場）を新設

1973年２月 本社工場（２・３階）を増床。併せて機械設備を増設

1978年３月 大阪営業所開設

1979年12月 (株)日進工具製作所に組織変更

1982年７月 本社工場の近隣に品川工場を新設

1984年４月 名古屋営業所開設

1985年５月 本社工場に隣接した建物を賃借しＮＣ工場を新設

1988年９月 長野営業所開設

1989年４月 藤沢工場を新設し、３生産拠点体制を確立

1990年11月 連結子会社、(株)ジーテックを設立

1991年９月 日進工具(株)に商号変更

1993年11月 仙台工場第１期工事（250坪）完成

1994年11月 仙台工場第２期工事（210坪）完成。ロロマティック社製ＣＮＣ切削機械導入（日本初）

1998年１月 仙台工場第３期工事（300坪）完成。生産部門・開発部門を仙台工場に集約

1999年６月 (有)サトウツール（旧、(株)新潟日進）に資本参加

2001年２月 ＩＳＯ9001認証取得

2001年８月 仙台工場隣地に開発センターを開設。仙台営業所開設

2002年１月 (株)ジーテック、(有)サトウツール（(株)新潟日進）を完全子会社化

2003年３月 ＩＳＯ9001の2000年版へ移行

2003年11月 仙台第二工場新設

2004年１月 ＩＳＯ14001認証取得

2004年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年５月 株式分割（１：２）　発行済株式数　1,513,000株

2005年11月 公募増資　50,000株　発行済株式数　1,563,000株（資本金　442,900千円）

2006年12月 仙台工場第４期工事（630坪）完成。仙台第二工場を仙台工場に集約

2007年７月 日進工具第二ビル新築

2008年６月 本社、東京営業所が新南大井ビル５階へ移転

2009年４月 非連結子会社、(株)日進エンジニアリングを設立（現・連結子会社）

2009年５月 加工センター新設

2010年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱに上場

2011年４月 (株)牧野工業の全株式を取得し、完全子会社化

2011年８月

2012年10月

仙台倉庫を取得

株式分割（１：２）　発行済株式数　3,126,000株

2013年１月 海外子会社、日進工具香港有限公司（NS TOOL HONG KONG LIMITED）設立

2013年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場

2014年10月 株式分割（１：２）　発行済株式数　6,252,000株

2016年３月 仙台工場第５期工事（400坪）完成

2016年４月 (株)日進エンジニアリングが(株)新潟日進を吸収合併

2017年１月 株式分割（１：２）　発行済株式数　12,504,000株

2017年３月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更

2017年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

2018年11月 本社、東京営業所が住友不動産大井町駅前ビル６階へ移転

2020年３月 新開発センター稼働

2020年８月 仙台在庫センター開設

2021年４月 株式分割（１：２）　発行済株式数　25,011,254株

2021年11月 海外子会社、NS TOOL USA,INC.設立

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行

2025年11月 東京証券取引所スタンダード市場に市場変更
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３【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社５社の６社で構成されており、マシニングセンタ（工作機械）に取り付けて

金属等の加工を行う切削工具「エンドミル」の製造・販売を中心に事業を行っております。特色としましては、エン

ドミルの中でも超硬素材でかつ小径（刃径６mm以下）サイズの製品に注力しており、取扱高（金額ベース）の約８割

を占めております。

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築し、事業活

動を展開しております。したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関

連」と「その他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業で

あり、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工具ケー

スを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業等であります。なお、「エンドミル関連」は、製品のサ

イズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）に区分しております。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業セグメン

トの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

 

(1）当社

当社は、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具を生産し、代理店及び連結子会社である株式会社ジーテッ

ク、日進工具香港有限公司、NS TOOL USA,INC.に販売しております。

 

(2）子会社

株式会社ジーテックは、製品の販売及び一部再加工を行っております。

日進工具香港有限公司は、中国地区での製品の販売を行っております。

NS TOOL USA,INC.は、米国での製品の販売を行っております。

株式会社牧野工業は、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造・販売を行っております。

株式会社日進エンジニアリングは、当社の加工委託先であります。

 

事業の系統図は次のとおりであります。（2026年３月31日現在）
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容
議決権の所有
割合（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社ジーテック 東京都品川区 20,000 切削工具の販売 100
当社の製品を主に販
売しております。

株式会社牧野工業 福島県白河市 30,000
プラスチックケー
スの製造販売

100 工具ケースの仕入

株式会社日進エンジ
ニアリング

宮城県黒川郡
大和町

20,000
切削工具の加工、
再研磨

100
工具コーティング加
工・再研磨、切削工
具製造

日進工具香港有限公
司

中華人民共和国
香港特別行政区

500
（千香港ドル）

切削工具の販売 100 切削工具販売

NS TOOL USA,INC.
アメリカ合衆国
ミシガン州

700
（千米ドル）

切削工具の販売 100 切削工具販売

　（注）１．株式会社ジーテック、株式会社日進エンジニアリング、日進工具香港有限公司及びNS TOOL USA,INC.は特定
子会社に該当しております。

２．株式会社ジーテックについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割
合が10％を超えております。
（主要な損益情報等）
(1）売上高 1,719,985千円

(2）経常利益 56,268千円

(3）当期純利益 37,814千円

(4）純資産額 796,501千円

(5）総資産額 1,019,971千円

３．日進工具香港有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める
割合が10％を超えております。
（主要な損益情報等）
(1）売上高 1,417,535千円

(2）経常利益 25,637千円

(3）当期純利益 23,609千円

(4）純資産額 404,050千円

(5）総資産額 597,509千円
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は以下のとおりであります。

なお、本文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末時点において、当社グループが判断したものであ

り、その実現を保証するものではありません。

 

(1）会社の経営の基本方針

当社グループは「SOFT（技術）・HARD（機械）・HEART（心）を創ります。人と地球に優しい製品を開発し社会

に貢献します」の経営理念のもと、生産性の向上に役立つ切削工具等の開発・製造・販売に携わってまいりまし

た。また、ブランドステートメントとして“「つくる」の先をつくる”を掲げ、お客様や社会のニーズに応える高

付加価値製品を生み出し、モノづくりの夢と可能性を切り拓くことを経営の基本方針としております。

また、当社グループは、社会との共存と自社の持続可能性を同期させた「サステナビリティ基本方針」を策定し

ております。社会と共生しつつ企業としての持続的成長を維持継続するため、小径切削工具を中心に「人と地球に

やさしい高付加価値製品を、最小限の資源でつくり、環境負荷の低減に努める」ことで、精密・微細加工用工具分

野で圧倒的なプレゼンスを目指します。

 

(2）中長期的な会社の経営戦略

当社グループの持続的成長と社会との共存を実現するため、当社の各部門とグループ企業体が互いに連携し、製

品開発サイクルの好循環をつくり出すことで、高付加価値製品の継続的な創造、提供の実現を図ります。

 

 
上記目的達成のため、開発・生産・販売の各部門においては、下記戦略を実施してまいります。

 

①　開発部門

新製品開発においては、当社グループの強みである豊富な製品ラインアップの一層の強化・拡充を図るととも

に、他社との明確な「違い」を基軸とした独自性の高い製品開発を推進してまいります。「違い」とは、他社に

ない製品、これまでにない加工方法を実現する製品の特性を指し、価格競争に依拠しない付加価値創出の源泉と

位置付けております。具体的には、新素材を用いた工具開発や加工方法・コーティング技術の改良に加え、営業

部門との連携による市場ニーズの的確な把握を通じ、販売店およびユーザーから継続的に選好される製品開発に

取り組んでまいります。

また、生産技術開発においては、次世代加工技術への対応を通じた既存技術の高度化を基本方針とし、自社開

発工具研削盤のさらなる機能向上や、画像処理技術を活用した自動測定範囲の拡大を図ってまいります。
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②　生産部門

生産活動においては、仙台工場で策定した「ものづくり行動指針」を実践し、高性能で品質のバラツキが少な

く、かつ価格競争力を有する高付加価値製品を安定的に供給できる体制の高度化を図ってまいります。自社開発

機による自動化ラインの増強および自動化範囲の拡大を通じて、無人化・省力化を継続的に推進してゆくほか、

より効率的でムダのない生産体制の確立に向け、品質改善および原価低減を目的とした小集団改善活動「オレン

ジFC活動（Future Challenge）」の一層の強化に取り組んでまいります。

さらに、仙台工場への生産集中リスク分散のため、子会社新潟工場の生産能力増強を図るほか、生産効率およ

び環境負荷低減の観点から電力使用量の削減を推進してまいります。

 

③　販売部門

国内販売においては、製品拡販と新製品を含む市場需要の発掘、掘り起しのための仕組みづくりに改めて注力

し、販売網の整備、多様で有益な製品情報を提供する環境の整備、在庫の充実を図ることなどにより、ユーザー

に対して、用途に合った最適な製品をタイムリーかつ効率的に供給できる体制を強化してまいります。また、代

理店、販売店との協働を踏まえた施策を展開するとともに、ユーザー向けには、自社サイトにおける工具検索機

能の高度化や、オウンドメディア等を通じた製品情報の発信、データ分析に基づくマーケティングを推進してま

いります。

海外においては、地域別戦略に基づいて重点攻略地域を定め、ローカルパートナーとの協働を通じ、地域の特

性に応じたアプローチを行うことにより、世界の精密・微細加工市場の開拓および拡大に取り組んでまいりま

す。

 

(3）経営環境について

当社グループの主力製品である小径切削工具は、精密・微細加工を要する金型や各種部品の製造に使用されてお

ります。これらは、自動車、半導体、電子部品、光学機器、日用品、医療機器など、幅広い産業分野で活用されて

おります。このため、当社グループの業績は、これら最終製品の生産動向に影響を受けます。

近年は、成長を牽引してきたスマートフォンや自動車分野の需要が一巡しております。一方で、AIやデータセン

ター関連などにおいて、国内および一部海外市場で新たな小径工具需要が発生しております。中期的には、DXの進

展に伴う半導体・電子部品需要の拡大が見込まれております。また、医療や航空宇宙分野などの新たな成長領域に

おいても、精密・微細加工技術への需要増加が期待されております。これらを背景に、小径切削工具市場は引き続

き成長が期待されるものと認識しております。

当社グループを取り巻く現在の経営環境は、依然として厳しい状況が継続しております。地政学上の諸問題の拡

大や資源を巡る各国の動向により、国内外の経済活動の安定性および予見可能性の確保が一層困難となっておりま

す。加えて、素材費や人件費を中心としたコスト上昇が着実に進んでおります。

このような環境の中、主要需要先の動向を見ると、自動車部品関連は国内生産の縮小傾向の影響を受け、足元の

伸びは限定的となる見込みであります。一方で、半導体・電子部品関連は、AIやデータセンター需要に支えられ、

引き続き堅調に推移する見通しであります。輸出については、中国における自動車関連および電子機器関連需要、

ならびにアジア諸国の需要を背景に、販売数量は全体として増加する見込みであります。

 

(4）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

わが国が圧倒的な強みを発揮する精密・微細加工分野を、小径工具を使った切削加工技術の面から支え続けてゆ

くこと、ユーザー様が安心して新たな精密・微細加工にチャレンジできるよう、高性能で品質の安定した製品を、

販売店を通じ妥当な価格で安定的に供給していくこと、が当社グループの使命であると認識しております。

当社グループが対処すべき事業上の課題は、上記使命を踏まえ、内外の代理店、販売店による販売網の一段の充

実を図りつつ、小径工具分野において、他社との明確な「違い」を有する独自性の高い新製品を継続的に供給する

とともに、標準品においても圧倒的な品揃えと在庫水準を維持することで、ユーザーにとって代替困難なポジショ

ンを確立し、市場におけるプレゼンスの一層の向上を図ることであります。

当社グループが対処すべき財務上の課題は、ここ数年成長が鈍化し設備投資が伸び悩んだため、総資産に占める

現預金の割合が増加し資産効率の悪化を招いている点であります。これに対処するため当期は約13億円の自己株式

取得を実施するなど資本政策を強化しましたが、今後は生産自動化や生産効率改善に向けての設備投資に加え、新

製品戦略の強化等により早期に成長軌道へ復帰することで、増産のための設備投資にも現預金を振り向けることに

より、資産効率を改善してまいる所存であります。

なお、足元懸念材料であるタングステンの市場価格高騰による超硬素材の価格上昇につきましては、素材メー

カーと協働しながら、十分な素材在庫を確保し対応してゆくほか、一段の原価低減活動の推進に加え、取引条件の

見直しや製品価格の改定に着手しております。
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(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループは、売上よりも利益を優先する経営方針を掲げ、売上高経常利益率20％の確保を目標としておりま

す。当期の売上高経常利益率は21.2%、前期比2.3ポイント増となり、目標を上回りました。国内外での市況回復に

加え、新製品戦略、営業体制強化、原価低減といった中期課題への対応が一定の成果を生んでおります。

また、株主資本を効率的に活用する観点から自己資本純利益率（ROE）10％の確保も経営指標としております。

当期は増益及び自己株式取得による資本効率の改善により、ROEは前期より0.9ポイント改善し8.0％の実績となり

ました。

厳しい経営環境が続く中、足元施策の着実な遂行により、経常利益率の目標20％の継続達成と当社が認識する株

主資本コスト（CAPM等を参考に算定）8.6%を上回るROEの回復を当面の目標としつつ、中期経営計画に基づく施策

の推進により、再度の利益成長を目指します。

次期の計数計画につきましては、タングステン価格の高騰から通期予算の策定が困難となっており、合理的な算

定が可能となった段階で速やかに開示する予定であります。

 

(6）経営戦略の現状と見通し

「中期的な会社の経営戦略」に記載の通り、この数年間市場成長が一時的に鈍化する中、製品開発を起点とする

「高付加価値製品の循環戦略」を重点的に展開しており、開発部門では、前期に高硬度鋼材向けの新コーティング

を使った製品やユニークなレンズ形状エンドミル等を開発し、当期は12の新製品（14型番）を市場に投入するな

ど、製品群の充実に継続して取り組んでおり、生産部門では、自社製研削盤の改善や測定技術の向上を図るととも

に、小集団活動や自動化を推進して着実な原価低減を進めており、販売部門では、商流を重視し内外の販売網を活

用して多様な製品を滞りなくユーザーに届ける仕組みの充実を図ってまいりました。

今後の見通しにつきましては、精密・微細加工の市場は中長期的に着実な拡大が見込まれると想定し、引き続き

小径工具の製造販売に特化し、他社との「違い」を追求しつつ市場と共に成長してゆくための中期的施策を策定し

実行することで、再び持続的な利益成長の実現を目指してまいります。

 

(7）その他、会社の経営上重要な事項

①　内部管理体制の整備・運用状況

当社グループでは、社内規程や稟議制度を整備し、ルールに基づいた業務運営を実施しております。また、内

部統制報告制度への対応につきましては、常務取締役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、内部統制の

整備・運用の推進及びその評価、また監査法人により実施される内部統制監査への対応を行っております。

 

②　指名・報酬委員会の設置

当社グループでは、ガバナンス強化の観点から任意の指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委

員会は独立社外取締役が過半を構成し、委員長は独立社外取締役から選任される諮問委員会であり、取締役等

の候補者の指名（監査等委員である取締役を除きます）や、取締役等の報酬（監査等委員である取締役を除き

ます）について取締役会より諮問を受け、審議内容を答申することで、取締役会の独立性を高めるものであり

ます。

 

③　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けての対応

当社グループは、資本コストを上回る資本効率の達成を重要課題と認識しており、詳細は「(5)経営上の目標

の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載の通りであります。当期は、中期経営課題である海外販

売の強化と新製品の開発による製品群の充実が奏功し、また原価低減にも注力した結果、売上高経常利益率

21.2％と目標を達成いたしました。また、低下が続いていたROEについては、増益及び自己株式取得による資本

効率の改善により、当期は8.0％と前期より0.9ポイント改善しております。

当社グループの中期的な経営課題については整理を終え対策に着手しており、当面は足元の事業計画を着実

に遂行することにより、経常利益額および経常利益率の反転定着を図るとともに、グループ全体で中期課題の

解決に取り組むことで、持続的成長の実現および資本コストを上回る水準へのROE回復を目指してまいります。

 

④　その他

その他の取組みといたしましては、監査等委員による各部門長へのヒアリングの実施、内部監査部門による

各部門への内部監査の実施等を行っております。なお、内部監査につきましては、社長及び取締役会・監査等

委員会へ報告、答申等を行うデュアルレポーティング制度を採用しております。コンプライアンスにつきまし

ては、コンプライアンス担当役員を中心に推進を図っており、従業員研修会や社内業務連絡（コンプライアン

ス便り　月1回配信）で取り上げることにより、社内教育に努めております。また外部弁護士を窓口とする「コ

ンプライアンス相談窓口」を設け、内部通報制度の窓口といたしております。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり、その実現

を保証するものではありません。

 

(1）サステナビリティ基本方針

当社グループでは、社会と共存しつつ自社の持続的成長を目指す観点から、2021年11月に「サステナビリティ基

本方針」を策定し、併せて当社グループの持続的成長に不可欠な構成要素（マテリアリティ）と共に公表しており

ます。生産、開発、販売、管理の各部門が「サステナビリティ基本方針」に基づき「マテリアリティ」を取り込ん

だKPIを設定し、高付加価値製品の創造、提供のための好循環サイクルの確立を目指しております。

 

＜サステナビリティ基本方針＞

日進工具は、経営理念である「SOFT(技術)・HARD(機械)・HEART(心)を創ります。人と地球に優しい製品を開発

し、社会に貢献します。」を実践し、精密な小径エンドミルを全世界に向けて提供することにより、企業や技術

者のイノベーションを支えております。また、2004年にISO14000を認証取得し、環境配慮の重要性を自覚して

様々な取り組みを実践してまいりました。これからも日進工具グループは、人と社会と環境が調和した持続可能

な社会の発展に貢献してまいります。
 
(2）サステナビリティ推進体制

 
 

①　ガバナンス

当社グループでは、経営の実務的戦略を検討する会議体として、執行役員と部長、子会社社長から構成される

部門長会議を設置し、この分科会としてサステナビリティ委員会を設置しております。サステナビリティ委員会

は、気候変動を中心としたサステナビリティ全般について年２回以上検討を実施して取締役会へ報告し、取締役

会は報告内容を審議することでサステナビリティ体制の推進を図っており、当期は４回開催されました。サステ

ナビリティに関する方針や決議内容の有効性評価やその実施状況の監視は、内部統制委員会が行っております。

また、人的資本への対応では、管理職の人財評価を行う人事委員会や人事制度の見直しを行う人事制度構築委員

会において、公正な人事評価と人財育成、人財多様性の確保等に努めております。
 

②　戦略

当社グループのサステナビリティ戦略はISO規格（品質及び環境マネジメントシステム）の活動と連動してお

り、各部門のISO活動目標を、自社の持続的成長と社会との共存に不可欠な要素として選定した６つの「マテリ

アリティ」の各項目と関連付けることで、「マテリアリティKPI※」として具体的な目標に落とし込んで策定す

る方式を採用しております。

※KPI＝Key Performance Indicator スケジュール化、数値化された重要な事業目標

 

当社グループの「マテリアリティ」

１．環境問題への対応
人と地球にやさしい製品を、最小限の資源でつくり、

環境負荷の低減に努めます。

２．人権の尊重 企業活動において、人権を尊重し、行動します。

３．地域・社会への貢献
小径エンドミルの事業を通じて、地域・社会における

公益的な活動を実践します。

４．従業員の働きがい すべての従業員に働きがいのある職場環境を提供します。

５．取引先とのパートナーシップ
取引先との相互理解を深め、公正な事業活動を通じて

持続社会を目指します。

６．災害等の危機管理 いかなる状況でも安定した製品供給が可能な体制を構築します。
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③　リスク管理

当社グループのサステナビリティ推進管理は、基本的に各部門におけるISO活動とリンクしており、各部門、

子会社がISO活動目標のためのKPI（「マテリアリティKPI」を含む）についてPDCAを行い、これをISO事務局が取

り纏めて毎月取締役会に報告を行っております。また主要なマテリアリティKPIの達成状況についてはサステナ

ビリティ委員会でもモニタリングを行っております。

 

④　指標及び目標

当期における主要な「マテリアリティKPI」と達成状況は以下の通りであります。
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(3）環境問題（TCFDを含む）への対応状況

①　TCFDを含む環境問題のガバナンス、戦略、リスク管理

環境問題は当社マテリアリティ「1．環境への対応」を構成しており、気候変動に関する問題について、サス

テナビリティ委員会で年２回以上検討を行い取締役会に報告しております。

気候変動に関わる戦略策定のためのリスクの特定・評価につきましては、サステナビリティ委員会で、IPCCや

IEA等が公表している２℃シナリオ等を考慮した世界観を参考にリスクと機会の検討を行い、基本的な戦略策定

作業を終了しております。

気候変動に関するリスク管理につきましては、上記戦略に基づく中期課題やISOの活動目標への対応の中で、

各部門が気候変動対応を含めた「環境」に関わる課題解決のためのKPIを策定し、他のマテリアリティに関する

KPIと併せて、ISO事務局が社内でPDCAを行っており、サステナビリティ委員会でも達成状況についてモニタリン

グしております。
 

②　指標について

当社グループではGHGプロトコルスタンダードに基づいて、スコープ１・２・３の温室効果ガス排出量を算定

しております。当期の当社グループ全体でのスコープ１・２合計排出量は、生産量の増加に伴い電力を中心とし

た消費エネルギー量が増加したため、前期比184トン増加し、4,191トンとなりました。またスコープ３を含めた

前期（2025年３月期）の温室効果ガス総排出量は、前々期に比べ設備投資額が増加したことから12,820トンと、

前々期対比805トン増加しております。当社グループでは従前より電力使用量の削減目標を設定して省エネに取

り組んでおり、スコープ１・２の排出量削減に継続的に取り組んでまいります。
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３【事業等のリスク】

当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性のある主な事項と当社の取組状況について以下に記載してお

ります。なお、本文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末時点において当社グループが判断したもので

あります。

(1）災害、エネルギー危機や新型感染症等の影響について

大規模な災害、エネルギー需給逼迫に伴う経済活動の制限や新型感染症等の発生により、事業所や工場へのアク

セスが制限され、従業員の出社が困難となった場合には、製品在庫の出荷ができず市場への製品供給が停滞する可

能性や、生産体制に影響が出る可能性があります。

当社グループでは、かかる事態への対応として、社内規程を整備しチーム分けによる分散勤務体制や在宅勤務体

制を可能としているほか、製品在庫を仙台・東京・海外現法２社にて分散保有し、また新潟工場の生産能力増強に

より、仙台工場との分散生産体制を推進するなど、複合的な対策を講じております。

 

(2）生産・開発拠点の集中について

当社グループは、生産・開発拠点を宮城県の仙台北部中核工業団地内に集約することで、効率的な生産・開発体

制を構築し、製品の品質、精度、価格競争力等を高める一方、生産・開発拠点における震災対策の強化・徹底にも

注力してまいりました。また、前述の通り在庫の複数拠点での保有や新潟工場での生産拡充など、リスク分散のた

めの対策も並行して行ってまいりました。しかしながら、当該地域にて大地震等の災害が発生した場合には当社グ

ループの生産・開発体制全体が影響を受ける可能性があるほか、場合によっては市場への製品供給が滞る可能性が

あります。

当社グループでは特に仙台工場での地震対策に重点を置いて取り組んでおり、現場における日頃の対策の一段の

工夫、徹底に加えて、新開発センターで採用した「オールラウンド免震」機構など新たな技術を取り込み、より高

度な地震対策を実施しております。この結果、2021年２月、2022年３月に東北地方で発生した震度６強の地震に際

しては、いずれも１両日で完全に生産復旧できており、一定の成果を生んでおります。引き続き仙台地区での地震

対策の充実と、在庫、生産拠点の分散による複合的な取り組みを推進してまいります。

 

(3）小径切削工具への集中について

当社グループは超硬小径エンドミルを主とする超硬小径切削工具の製造販売に経営資源を集中しております。超

硬小径エンドミルは、主に電子機器、民生機器、自動車部品等の精密金型製作や部品の精密・微細加工に広く使用

されており、今後も様々な分野で精密・微細加工技術を使った部材や金型の需要が大きく増加すると考えておりま

す。精密・微細加工の方法としては、超硬小径エンドミルを使った切削加工が一般的ですが、将来は他の素材を

使った製品や新たな加工方法に代替される可能性があり、この場合当社の事業に影響が出ることが予想されます。

素材につきましては、現時点で超硬素材に全面的に取って代わる素材の出現の可能性は低いものの、昨今のタン

グステン市場の動向等を踏まえると、今後他の素材に代替されてゆく可能性はあります。

当社グループでは以前より、cBN（立方晶窒化ホウ素）やPCD（多結晶ダイヤモンド）といった超硬合金以外の素

材を使用した製品の開発・製造等も行っており、他の素材についても鋭意研究を進めております。

加工方法につきましては、３Ｄプリンターで金属を積層焼結成形するレーザー加工機が普及するなど、今後も技

術革新によりエンドミル需要に影響を与える新たな精密・微細加工技術が開発される可能性があります。当社グ

ループでは、精密・微細加工の分野において、小径切削工具を使った直彫りによる加工方法が、精度とコストの面

で比較優位性を保っていることをアピールしつつ、高性能（高精度、高能率、多機能、長寿命）でバラツキのな

い、環境にやさしい小径工具を合理的な価格で提供してまいります。

 

(4）競合について

当社グループが事業展開している小径切削工具市場では、国内大手の工具メーカーや超硬メーカーがその成長性

に着目して生産・販売体制を強化しており、また中国市場などでも、中国国内で製造された製品が増加してきてい

ることから、今後ますます競争が激化していくものと考えられます。

当社グループは、小径切削工具に経営資源を集中し、自社開発の専用加工機および独自の製造プロセスを基盤と

した体制を構築しております。これにより、他社との「違い」として、高精度・長寿命・品質安定性を高い水準で

両立しつつ、コスト競争力も確保できる点に競争優位性があると認識しており、一段の体制強化を図ってまいりま

す。
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(5）原材料の調達及び資源価格の上昇について

当社グループの主要製品である超硬エンドミルの主要素材は超硬合金であり、その主要成分となるタングステン

原料は国際市況商品で、精鉱生産量の８割強を中国が供給していることから、その価格や供給量は世界的な需給関

係や生産国の思惑等によって大きく影響を受ける可能性があり、現実に昨年来リスクが顕在化しております。また

超硬合金で結合剤として使用されるコバルトはスマートフォンや電気自動車（EV)の電池にも使用されており、そ

の需要拡大により需給が逼迫する可能性があります。加えてタングステン、コバルトとも「紛争鉱物」として、以

前より一部の生産地域において、その採掘過程での若年者労働や過酷労働による人権侵害が問題となってきた経緯

があります。

当社グループでは、足元のタングステン原料価格の高騰に対し、工程の効率化追求や製造経費の削減等による原

価低減により、先ず自社でコスト上昇を吸収することとし、最終的には、販売条件の見直し交渉の実施などと併

せ、製品への価格転嫁を行うこととしております。また、原料の入手リスクの問題に対しては、従前より積み増し

てきた素材在庫を活用しつつ、主要仕入先との連携強化や調達先分散を図ることにより、安定調達を試みておりま

す。併せて原材料のトレーサビリティを徹底し、調達先から証明書の提出や原料調達方法の説明を受けるなどの方

法により紛争鉱物の混入を排除しております。

 

(6）特定の仕入先・協力会社への依存について

当社グループは、超硬エンドミルの主要素材である超硬合金の大半を特定の仕入先より仕入れております。ま

た、超硬エンドミル生産の主要工程の一つであるコーティングにおきましては、内製化を進めているものの一部を

特定の協力会社に委託しております。これは、増産時の対応又は万が一のためのリスク対応等を狙いとするもので

あります。

当社グループと当該仕入先・協力会社とは、長年にわたり極めて緊密な関係にあり、事業パートナーとして信頼

できる取引先であることを日頃から確認しており、今回の原料価格高騰、原料入手リスクへの対応についても、連

携しながら円滑に協働しております。今後ともこれまでの取引関係を維持発展していく方針でありますが、災害や

不測の事態によるサプライチェーンの混乱等に備えるため、安全在庫の積み増しや、設備の増強による内製化比率

の引き上げ等、製品の安定供給の観点から対策を講じております。

 

(7）製品の品質確保について

当社グループは、製造工程に自社開発専用機を投入し、独自の製造プロセスを創りあげることにより、当社特有

の生産体制を構築し、この結果高性能でバラツキのない高付加価値製品を安定生産しておりますが、製造ラインが

自社独自のものであり、市販の製造設備等での代替ができません。従って、製品の品質維持・確保のためには外部

に頼らず自社のみで対応する必要があります。

当社グループは、ISO9001及び14001等の世界的に認められている品質管理及び環境管理のマネジメント基準に

従って製品を製造することに加え、当社独自の「ものづくり行動指針」に基づき、社員自らが社内で不断に自社開

発機や製造プロセスの見直しと改善を行うことで、高い品質確保のため盤石の体制を維持、発展させてまいりま

す。

 

(8）環境問題について

当社グループでは、ISOの環境管理基準や「サステナビリティ基本方針」に従って、「人と地球にやさしい製品

を、最小限の資源でつくり、環境負荷の低減に努めます」を目標に掲げ活動しております。一方で、環境に対する

配慮を求める社会の要請は日々高まっており、GHGの排出削減、資源の３Rや再生可能エネルギーの利用など、販売

先や仕入先、株主等の様々なステークホルダーから、より高い目線での対応が求められております。ステークホル

ダーからの様々な要請、期待に応えられない場合、企業としての社会的信用や事業の成長に影響が出る可能性があ

ります。

当社グループでは、2021年にサステナビリティ委員会を設置して当社グループの環境問題について定期的に討議

して報告を作成し、これを取締役会で審議しております。また、各部門のKPIを「サステナビリティ基本方針」に

基づき策定することで、環境についても経営目標に織り込んで対応することとしております。気候変動への対応に

つきましては、TCFDに基づく情報開示を行っており、前期よりスコープ１,２排出量は決算期に合わせ当期分を開

示しております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は以下のとおりであります。

①　経営成績の状況

当連結会計年度における我が国経済は、米国の追加関税政策により一時的に輸出企業に影響が見られたもの

の、旺盛なAI関連需要に牽引され、緩やかな回復基調が継続しました。

当社グループ製品の主要需要先の状況といたしましては、国内ではAI及びデータセンター分野が活況となった

ことにより、半導体関連では製造装置から検査工程に至るまで幅広く需要が活発となり、電子部品・デバイス関

連についても概ね堅調に推移しました。自動車関連においては、HV車を中心に、量産及び部品加工で回復基調が

見られました。さらに海外では、中華圏を含むアジアを中心に自動車や光学、データセンター関連向けが好調に

推移しました。

このような環境の中、当社グループでは、アジャイル型開発を推進し、当期は2026年３月までに規格追加を含

む新製品14型番を市場投入しました。３月には、サーメットロングネックラジアスエンドミル「CHR430R」、高

硬度鋼高精度加工用２枚刃ボールエンドミル「MSBSH230」、高硬度鋼加工用４枚刃・６枚刃ラジアスエンドミル

「MHDSH445R・MHDSH645R」、Ｍスレッドミル（めねじ用）「MMTM」を発売しました。

生産面では、売上増に伴う増産による量産効果に加えて、当社グループの小集団改善活動である「オレンジＦ

Ｃ活動」を中心に、高精度、高品質を維持しながら効率的な生産体制を構築することにより、コスト削減を実現

しました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は9,494百万円（前期比0.7％増）、営業利益は1,959百万円

（同10.9％増）、経常利益は2,011百万円（同13.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は1,442百万円（同

14.0％増）となりました。

なお、KPIとして売上高経常利益率20％を目標としておりますが、当期は前期比2.3ポイント増の21.2％とな

り、目標を上回りました。中華圏を含むアジア地域向けの販売が好調に推移したことから売上が増加し、さら

に、原材料費や労務費等は増加したものの原価低減により製造原価が抑えられたことから、売上高経常利益率が

上昇しました。もう一つの目標であるROE10％につきましては、当期は増益に加え、総額13億円を超える大規模

な自社株買いを実施した結果、ROEは8.0％となり、目標を下回ったものの前期より0.9ポイント改善いたしまし

た。

製品区分別の売上高では、「エンドミル（６mm以下）」が7,635百万円（前期比1.3％増）、「エンドミル（６

mm超）」が799百万円（同0.1％増）、「エンドミル（その他）」が365百万円（同15.2％減）、「その他」が694

百万円（同4.8％増）となりました。

 

（注）報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の事業セグメン

トは、製品区分別の「その他」に含めております。

 

②　財政状態の状況

当連結会計年度末における財政状態は、資産合計が19,595百万円（前期末比346百万円減）、負債合計が1,743

百万円（同217百万円増）、純資産合計が17,851百万円（同564百万円減）となりました。各資産・負債の増減要

因は以下のとおりであります。

＜流動資産＞

当連結会計年度末における流動資産の残高は13,459百万円で、前期末比332百万円、2.4％の減少となりまし

た。これは主に、自己株式の取得による現金及び預金の減少等によるものであります。

＜固定資産＞

当連結会計年度末における固定資産の残高は6,135百万円で、前期末比14百万円、0.2％の減少となりまし

た。これは主に、減価償却費が設備投資額を上回ったことによるものであります。

＜資産合計＞

上記により、資産合計は前期末に比べ346百万円、1.7％減少し19,595百万円となりました。

＜負債合計＞

当連結会計年度末における負債の残高は、1,743百万円と前期末に比べ217百万円、14.3％の増加となりまし

た。これは主に、未払金及び未払法人税等の増加等によるものであります。

＜純資産合計＞

当連結会計年度末における純資産の残高は17,851百万円と前期末に比べ564百万円、3.1％の減少となりまし

た。これは主に、自己株式の取得等によるものであります。
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③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。連結ベースで

の現金及び現金同等物（以下（資金）という）は、前連結会計年度末と比較し、300百万円減少し、9,467百万円

（前期比3.1％減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,138百万円（前期比6.3％増）となりました。これは主に税金等調整前当期

純利益2,014百万円と減価償却費による資金の増加や法人税等の支払いによる資金の流出などを反映したもの

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は380百万円（同3.2％減）となりました。これは主に固定資産の取得による支

出を反映したものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は2,055百万円（同200.4％増）となりました。これは主に自己株式の取得及び

配当金の支払によるものであります。

 
④　生産、受注及び販売の実績
当社グループは、報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の
事業セグメントは、製品区分の「その他」に含めております。
a．生産実績
当連結会計年度の生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 生産高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 8,269,506 △0.6

エンドミル（６mm超） 799,988 3.5

エンドミル（その他） 216,063 △5.8

その他 459,379 △3.3

合計 9,744,937 △0.5

（注）金額は販売価格によっております。
 
ｂ．受注実績
当連結会計年度における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 7,764,489 4.6 268,461 92.7

エンドミル（６mm超） 822,732 4.2 39,819 141.2

エンドミル（その他） 405,887 △6.8 160,354 33.9

その他 704,741 6.1 69,172 18.4

合計 9,697,851 4.1 537,808 61.0

（注）金額は販売価格によっております。
 
c．販売実績
当連結会計年度の販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。

製品別の名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

エンドミル（６mm以下） 7,635,336 1.3

エンドミル（６mm超） 799,424 0.1

エンドミル（その他） 365,318 △15.2

その他 694,011 4.8

合計 9,494,091 0.7

（注）最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり
ます。

相手先

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

株式会社サカイ 1,479,392 15.7 1,435,783 15.1
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討の内容

当社グループに関する財政状態及び経営成績の分析・検討内容は、原則として連結財務諸表に基づいて分析した

内容であります。本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在に

おいて判断したものであります。

①　財政状態及び経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

●経営成績等

当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高が前期比0.7%増加の9,494百万円、営業利益は同

10.9%増加の1,959百万円となりました。

上期は米国の追加関税政策等の影響により売上、利益とも低迷しましたが、下期になって販売本数が回復

し、増産に伴う量産効果と原価低減も寄与したことから、通期では前期比増収増益となりました。当連結会計

年度における状況は、前項(1)に記載の通りであります。

 

●重要な影響を与える要因

当社グループの製品は、様々な工業製品を作る際に必要となるものであり、その需要動向は精密・微細加工

を必要とする先端工業製品群の需要にリンクしております。例えば、スマートフォンや自動車といった最終製

品や、これらを構成する半導体、電子部品やコネクタなどがこれに該当します。従って、当社の製品需要は世

界の景気動向や先端技術製品の登場などに影響を受けます。また、直近では当社製品の素材原料であるタング

ステンの価格が高騰しており、原価への影響が懸念されます。

当社グループ製品の主要需要先では、国内の自動車関連は、次期も生産台数と新車開発いずれも大きな回復

が見込めないことから、金型製造に必要な工具需要は横這いか、微増推移を見込んでおります。国内の半導

体、電子部品関連は、AI関連のデータセンター向け電子部品や関連デバイス向けなどの底堅い需要に支えら

れ、引き続き安定推移が見込まれます。好調な中華、アジア圏については、地政学要因はあるものの、販売台

数を伸ばしている中華圏の自動車産業等での需要拡大が期待されます。

当社グループでは、他社との差別化要因である「違い」に基づく高付加価値製品の展開を継続しており、こ

れが利益率の維持・向上に寄与してまいりました。足元は効率的な業務体制を維持しコスト削減に努める一

方、本格的な工具需要回復のタイミングに向け、高機能・高付加価値製品の品揃えの充実を図り、マーケティ

ングを推進してまいります。なお、高騰する原料価格への対応については、３「事業等のリスク」(5)に記載

の通りであります。

 

②　資本の財源及び資金の流動性

当社グループの運転資金の主な構成要素は、製品製造のための超硬素材等の原材料費、製品製造に要する諸

費用、自社の製品在庫、及び売掛金等であります。設備資金は、主に自社開発の製造設備を継続的に購入する

ために必要となります。当社グループは運転資金及び設備資金をすべて内部留保で賄うこととしております。

運転資金については、売上に係る決済を原則締め日の翌月応当日としており、当連結会計年度における売上

債権回転期間は前期比+0.1カ月の1.8カ月であります。また、当社グループでは標準品の販売比率が高く、欠

品を起こすとユーザー離れを招く可能性があるため、流通在庫に加え、一定水準の自社製品在庫を揃えておく

方針を採っております。この結果、当期の棚卸資産回転期間は前期比+0.3カ月の6.6カ月となりました。設備

資金につきましては、生産設備へ継続的な投資を行いつつ、必要に応じ工場建設等の大規模投資を実施してお

り、通常は設備投資が営業活動から得られるキャッシュ・フローを上回ることはありません。なお、当連結会

計年度における設備投資は、前期比375百万円増加し、486百万円となりました。

 

③　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている企業会計の基準に基づき作

成されております。この連結財務諸表の作成に当たり、資産、負債及び収益、費用の各報告数値に影響を与える

見積り計算に際しては、過去の実績や現在の状況を踏まえ、合理性ある前提と計算方法に基づき算定しておりま

すが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重要なものは以下のとおりであります。

 

（固定資産の減損）

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産または資産グループについて、当該資産または資産

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可

能価額まで減損し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。損益実績や事業計画に基づき

検討を行いますが、市場環境の変化や事業計画の前提条件に変更が生じた場合には、減損損失の計上が必要と

なる可能性があります。

 

（繰延税金資産の回収可能性）

当社グループは、計上した繰延税金資産について、発生要因別に一時差異の予想解消時期をスケジューリン

グし、これに将来の課税所得の見積りを適用してその回収可能性の検討を行っており、回収可能性がないと判

断した繰延税金資産については評価性引当処理を行い、税金費用を計上しております。一時差異の解消スケ

ジューリングや将来の課税所得の見積りの前提条件に変更が発生した場合には、繰延税金資産が減額され税金

費用が計上される可能性があります。
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５【重要な契約等】

(1）販売代理店契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

株式会社サカイ 売買基本契約 2025年９月１日から

2027年８月31日まで

株式会社東京山勝 売買基本契約 2025年９月１日から

2027年８月31日まで

株式会社山勝商会 売買基本契約 2025年９月１日から

2027年８月31日まで

（注）上記契約については、契約当事者双方から期間満了の３ヶ月前までに契約終了の申出がない場合、当初の契約

期間が更に２年間延長され、以後も同様であります。

(2）仕入契約

相手方の名称 契約内容 契約期間

三菱マテリアルハードメタル

株式会社

商品売買基本契約 2025年４月１日から

2026年３月31日まで

（注）上記契約については、契約当事者双方から期間満了の６ヶ月前までに契約終了の申出がない場合、当初の契約

期間が更に１年間延長され、以後も同様であります。

 

６【研究開発活動】
当連結会計年度における研究開発活動は、（１）競争力のある高付加価値製品の開発、（２）コーティング成膜技
術の一段の進化、（３）新たな素材や加工方法の模索、（４）既存生産設備の改善と機能向上及び生産工程で自動
化、省力化を実現する独自設備の開発、等を主な活動目標として、営業部門やユーザー様と情報交換を行いながら取
り組みました。
当期の主な活動としましては、新たに12製品（14型番）の新製品を開発、発売しており、既存製品の規格拡大や、
特定の被削材や加工用途に特化した製品、高硬度材の切削に適した無限プレミアムPlusコーティングを採用した製品
群の拡張など、多様な新製品をリリースし、販売店やユーザーの反応を拾うことで、今後の製品開発に活かしてゆく
方法を新たに採用しております。
当連結会計年度における研究開発費は455百万円であり、前期比27百万円増加しました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、生産体制の合理化及び機械更新を中心に総額486百万円の設備投資を行いました。

　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却はありませんでした。

（注）当社グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント情報の記載を省略しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

2026年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）

建物及び構
築物

機械装置及
び運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固定資
産

合計

本社

（東京都品川区）

本社機能

販売設備
106,679 47,518

72,955

(315)
15,073 14,721 256,948 70

仙台工場

（宮城県黒川郡大和町）
生産設備 443,560 659,804

175,412

(12,160)
123,531 3,561 1,405,869 115

開発センター

（宮城県黒川郡大和町）
研究開発設備 971,896 184,555

170,398

(10,731)
27,149 8,247 1,362,247 28

（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．帳簿価額のうち「その他」は、主に工具、器具及び備品であり、建設仮勘定も含んでおります。

４．上記の他、主要な設備のうち連結子会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。
2026年３月31日現在

 
事業所名
（所在地）

設備の内容 賃借期間
年間賃借料
（千円）

本社・東京営業所・東京在庫センター

（東京都品川区）
建物

2025年10月１日から

2029年９月30日まで
132,633

（注）当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

 

(2）国内子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固
定資産

合計

株式会社ジーテック
本社

（東京都品川区）

本社機能

販売設備
－ 1,607

－

（－）
2,159 160 3,927 21

株式会社牧野工業
本社・工場

（福島県白河市）

本社機能

生産設備
181,094 34,489

101,306

（14,288）
25,128 714 342,734 25

株式会社日進エンジニ

アリング

本社

（宮城県黒川郡大和町）

本社機能

生産・販売設備
18,361 134,879

－

（－）
254,694 58 407,993 40

新潟工場

（新潟県魚沼市）
生産設備 5,747 23,220

－

（－）
10,842 50 39,859 31

　（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。
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(3）在外子会社

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置及び
運搬具

土地
（面積㎡）

その他
無形固
定資産

合計

日進工具香港有限公司

本社

（中華人民共和国

香港特別行政区）

本社機能

販売設備
4,106 2,389

－

（－）
55 － 6,551 6

NS TOOL USA, INC.

本社

（アメリカ合衆国

ミシガン州）

本社機能

販売設備
596 －

－

（－）
3,245 － 3,842 1

　（注）１．当社グループは、報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備投資については、生産計画、需要動向、景気予測、投資効率等を総合的に勘案して策定してお

ります。

(1）重要な設備の新設

2026年３月31日現在
 

会社名
事業所名

所在地 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定

総額
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了

当社

仙台工場

宮城県黒川郡

大和町
切削工具製造設備 413,000 80,000 自己資金 2025年７月

2026年４月～

2027年３月

当社

開発センター

宮城県黒川郡

大和町
新製品開発設備 293,636 1,224 自己資金 2025年10月

2026年５月～

2027年３月

株式会社牧野工業

本社工場
福島県白河市

プラスチック

成形品の製造設備
39,850 － 自己資金 2026年４月

2026年４月～

2027年３月

株式会社日進エンジ

ニアリング

宮城県黒川郡

大和町
切削工具製造設備 206,450 － 自己資金 2026年４月

2026年６月～

2026年11月

（注）１．当社グループは報告セグメントが１つであるため、セグメントの名称の記載を省略しております。

２．完成後の増加能力につきましては、一概に算出することが困難であるため、記載を省略しております。

 

(2）重要な改修

該当事項はありません。

 

(3）重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,400,000

計 38,400,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行（株）
（2026年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年６月23日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 25,035,034 25,035,034
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 25,035,034 25,035,034 － －

（注）2025年11月７日に東京証券取引所プライム市場から同取引所スタンダード市場へ市場変更しております。
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2018年６月22日 2019年６月25日 2020年６月23日 2021年６月22日

付与対象者の区分及び

人数（名）

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　４

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　４

当社取締役　　　　５

（注）１

当社執行役員　　　５

当社子会社取締役　３

当社取締役　　　　４

（注）１

当社執行役員　　　４

当社子会社取締役　１

新株予約権の数

（個）※
20,937 31,143 26,537 19,727

新株予約権の目的とな

る株式の種類、内容及

び数（株）※

普通株式 41,874

（注）２

普通株式 62,286

（注）２

普通株式 53,074

（注）２

普通株式 39,454

 

新株予約権の行使時の

払込金額（円）※

当該各新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式

数を乗じた金額とする。

新株予約権の行使期間

※

自 2018年７月18日

至 2048年７月17日

自 2019年７月17日

至 2049年７月16日

自 2020年７月15日

至 2050年７月14日

自 2021年７月14日

至 2051年７月13日

新株予約権の行使によ

り株式を発行する場合

の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

発行価格　 1,176

資本組入額　 588

（注）２

発行価格　　 724

資本組入額　 362

（注）２

発行価格　　 955

資本組入額　 478

（注）２

発行価格　 1,251

資本組入額　 626

 

新株予約権の行使の条

件 ※
（注）３

新株予約権の譲渡に関

する事項 ※
（注）４

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関

する事項

（注）５

※ 当事業年度の末日（2026年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2026年５月31日）において、記載すべき内容が当事業年度の末日における内容から変更がないため、提出日
の前月末現在に係る記載を省略しております。

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　2021年４月１日付で普通株式１株につき２株とする株式分割により「新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」
が調整されております。

３　①　新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役及び執行役員、
当社の子会社の取締役のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、
新株予約権を行使することができるものとする。ただし、新株予約権者が当社の取締役及び執行役
員、又は当社の子会社の取締役の地位にある場合においても、各行使期間満了前の１年間においては
新株予約権を行使することができるものとする。

②　新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を承継することができる。
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③　上記①、②に関わらず、新株予約権者及びその相続人は、以下に定める場合には、定められた期間内
に限り新株予約権を行使することができるものとする。ただし、組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項に従って新株予約権者に再編成対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。
ａ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承
認の議案、又は、当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案につき
当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた
場合）当該承認又は決定がなされた日の翌日から15日間

④　１個の新株予約権につき、一部行使はできないものとする。
４　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
５　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分
割会社となる場合に限る。）、又は株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限
る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発
生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、
吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交
換につき株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。
以下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約
権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下
「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新
株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の各号に沿っ
て再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計
画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。
①　交付する再編成対象会社の新株予約権の数
新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
再編成対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
組織再編成行為の条件等を勘案のうえ、新株予約権の目的である株式の種類及び数に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、
上記③に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる
金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることが
できる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間
新株予約権の権利行使期間の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株
予約権の権利行使期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
ａ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条
第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。

ｂ．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ａに記載の
資本金等増加限度額から上記ａに定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

⑧　新株予約権の取得の事由及び条件
以下の議案につき再編対象会社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、再編対象
会社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、再編対象会社は無償で新株予約
権を取得することができる。
ａ．再編対象会社が消滅会社となる合併契約承認の議案
ｂ．再編対象会社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案
ｃ．再編対象会社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案
ｄ．再編対象会社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について再編対象会社
の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ｅ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について再編対
象会社の承認を要すること又は当該種類の株式について再編対象会社が株主総会の決議によってそ
の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年４月１日
　（注）１

12,505,627 25,011,254 － 444,372 － 407,272

2021年６月23日
　（注）２

23,780 25,035,034 10,957 455,330 10,950 418,223

（注）１　株式分割（１：２）によるものであります。
２　新株予約権の行使によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

       2026年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
 外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 10 18 111 76 16 11,647 11,878 －

所有株式数

（単元）
－ 24,890 1,755 78,716 42,400 21 102,416 250,198 15,234

所有株式数の

割合（％）
－ 9.95 0.70 31.46 16.95 0.01 40.93 100 －

（注）自己株式1,552,963株は、「個人その他」に15,529単元、「単元未満株式の状況」に63株を含めて記載しておりま
す。

 

（６）【大株主の状況】

  2026年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社エムワイコーポレーション 東京都品川区大井６丁目12－４ 2,497 10.63

株式会社ソルプティ
宮城県仙台市泉区泉中央２丁目10－３－
702

2,435 10.37

NORTHERN TRUST CO．(AVFC) RE FIDELITY
FUNDS
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

2,092 8.91

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８－１ 赤坂イン

ターシティAIR
1,864 7.94

株式会社ティ・アイロード 東京都品川区南大井４丁目11－14 1,847 7.87

後藤　弘治 東京都品川区 788 3.36

BANK LOMBARD ODIER AND CO LTD GENEVA

（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

CHEMIN MESSIDOR １,1293 BELLEVUE,
SWITZERLAND
（東京都千代田区丸の内１丁目４－５）

783 3.34

後藤　隆司 東京都品川区 778 3.31

後藤　勇二 東京都品川区 661 2.82

日進工具従業員持株会 東京都品川区南大井４丁目５－９ 449 1.92

計 － 14,199 60.47

（注）１．2026年２月４日付の臨時報告書にてお知らせしましたとおり、前事業年度末において主要株主でなかった株
式会社ソルプティは、当事業年度末現在では主要株主となっております。

２．2020年１月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ投信
株式会社より、FMR LLCが2020年１月15日現在で1,033千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として2026年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。
なお、フィデリティ投信株式会社の大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりであります。
大量保有者　　　　　　　　　　　　FMR LLC

住所　　　　　　　　　　　　　　　245 Summer Street,Boston,Massachusetts 02210,USA

保有株券等の数　　　　　　　　　　株式　1,033,100株
株券等保有割合　　　　　　　　　　8.26％
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３．2026年３月18日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アレンオーヴェリーシャーマンス

ターリング法律事務所外国法共同事業より、Forest Manor N.V.が2026年３月13日現在で783千株を保有して

いる旨の報告を受けておりますが、当社として2026年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、アレンオーヴェリーシャーマンスターリング法律事務所外国法共同事業の大量保有報告書の内容は以

下のとおりであります。

大量保有者　　　　　　　　　　　　Forest Manor N.V.

住所　　　　　　　　　　　　　　　Albert Hahnplantsoen 23, 1077BM Amsterdam,the Netherlands

保有株券等の数　　　　　　　　　　株式　783,400株

株券等保有割合　　　　　　　　　　3.13％

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,552,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,466,900 234,669

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 普通株式 15,234 － －

発行済株式総数  25,035,034 － －

総株主の議決権  － 234,669 －

 

②【自己株式等】

    2026年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日進工具株式会社
東京都品川区南大井
四丁目５番９号

1,552,900 － 1,552,900 6.21

計 － 1,552,900 － 1,552,900 6.21

 （注）「自己株式等」の「自己名義所有株式数」及び「所有株式数の合計」の欄に含まれない単元未満株式が63株あり

ます。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」に含まれております。
 

２【自己株式の取得等の状況】
【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第13号に該当する普通株式

の取得
 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。
 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（2025年10月31日）での決議状況
（取得期間 2025年11月４日～2026年３月19日）

2,500,000 2,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,504,900 1,307,751,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 995,100 692,249,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 39.8 34.6

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 39.8 34.6

（注）東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）を含む市場買付の方法とすることを決議しておりま
す。
なお、当該決議による自己株式の取得は、2026年３月19日をもって終了しております。
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 1,200 －

当期間における取得自己株式 － －

（注）当事業年度及び当期間における取得自己株式は、譲渡制限付株式報酬制度の譲渡制限解除に伴う無償取得によるも
のであります。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転
を行った取得自己株式

－ － － －

その他
（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

 
69,300

 
49,091,400

 
－

 
－

保有自己株式数 1,552,963 － 1,552,963 －

（注）当期間における取得自己株式の処理状況及び保有状況には、2026年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの

単元未満株の買取り、譲渡制限付株式報酬及びストックオプションの行使のための処分による株式は含まれていま

せん。

 

３【配当政策】

株主の皆様に対する利益還元は重要な経営課題のひとつと認識しており、安定的な経営基盤の確保並びに事業展開

のための内部留保を勘案しながら、業績に応じた利益還元策を実施していくことを基本方針としており、配当につき

ましては上記方針に基づき、安定性・継続性に配慮しつつ、業績動向や配当性向等を総合的に勘案して行ってまいり

ます。

2026年３月期の期末配当につきましては、上記方針を考慮し１株当たり15円00銭の配当を実施することを予定して

おります。

内部留保につきましては、中長期的視野に基づいた研究開発や、事業規模拡大のための投融資等に充当いたしたい

と存じます。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。期末配当に関する配当金の総額352百万円及び

１株当たり配当額15円00銭につきましては、2026年６月24日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

2025年10月31日
374 15.00

取締役会決議

2026年６月24日
352 15.00

定時株主総会決議（予定）
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営の効率性、透明性を向上させ、株主をはじめとしたステークホルダーの立場に立って継続的、安

定的に企業価値を高めることをコーポレート・ガバナンスの基本的指針としております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査等委員会設置会社であります。監査等委員会は経営上の意思決定及び執行に対しての監視を行っ

ております。監査等委員は取締役会等重要な会議へ出席し必要な意見を述べる他、重要書類の閲覧、取締役への

ヒアリング等を実施するなどして、監視機能を果たしております。なお、監査等委員会内に独立取締役から構成

される独立社外監査等委員会を設置しております。また、取締役の指名・報酬等の決定に関する取締役会の機能

の独立性・客観性と説明責任並びにコーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図るため、取締役会の任意の

諮問機関として、取締役会の決議により選定された３名以上の委員により構成され、委員の過半数を独立社外取

締役とする指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は、取締役会からの諮問に応じ、取締役

（監査等委員を除く）及び執行役員の指名・報酬等に関する事項につき審議を行い、取締役会に答申いたしま

す。

当社では、重要な経営課題等は取締役会に諮られます。取締役会に諮られた事案は、十分に審議を尽くし、必

要な場合には条件を付す等修正を行い、承認又は否決されます。なお、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応す

るため、取締役会に業務執行者を陪席させる等取締役会の活性化により意思決定の迅速化を図っております。

当社では、現在の企業統治の体制が、当社の経営規模等に照らして、効果と効率の面において最も適当である

との判断から、現体制を採用しております。

 
＜コーポレート・ガバナンス体制の概要＞　「有価証券報告書」提出日（2026年６月23日）現在
ａ．体制図
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ｂ．当社が設置する機関の構成
（取締役会）

役割 役職 氏名

議長 代表取締役社長 後藤　弘治

－ 代表取締役副社長 後藤　隆司

－ 常務取締役 足立　有子

－ 取締役 戸田　覚

－ 社外取締役 斉藤　貴宣

－ 取締役（常勤監査等委員） 田島　寛

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 社外取締役（監査等委員） 中野　秀代

（注）取締役会には、当社執行役員、各部長及び子会社代表取締役も出席しております。
 
（監査等委員会）

役割 役職 氏名

委員長・議長 取締役（常勤監査等委員） 田島　寛

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 社外取締役（監査等委員） 中野　秀代

 
（独立社外取締役会議）

役割 役職 氏名

委員長 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 社外取締役 斉藤　貴宣

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 中野　秀代

 
（指名・報酬委員会）

役割 役職 氏名

委員長 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一

－ 代表取締役社長 後藤　弘治

 
③　企業統治に関するその他の事項
ａ．内部統制システム・リスク管理体制の整備の状況
当社では内部統制システム・リスク管理体制の構築に当たり、統制及び管理が機能する組織の構築を行うと
ともに、稟議制度の実施、社内規程等ルールに基づいた業務運営の遂行を実践しております。また、社長直轄
の内部監査室が内部監査を実施し、内部統制状況の確認機能を担っております。内部統制報告制度への対応と
いたしましては、常務取締役を委員長とする内部統制委員会が、各統制プロセスの整備状況及び運用状況の評
価を実施するとともに、適時に監査法人との調整を行い、改善すべき点については改善を図っております。
 

ｂ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、子会社に対して、取締役及び必要に応じて監査役を派遣し、主管部門による日常的な管理を行うと
ともに、子会社の遵法体制その他その業務の適正を確保するための体制の整備に関する指導及び支援を行って
おります。また、子会社の事業運営に関する事項については、「関係会社管理規程」に基づき、主管部門に報
告、協議させるとともに、その重要度に応じて、取締役会への付議を行っております。なお、監査等委員会及
び内部監査室は、往査を含め、当社及び子会社の監査を行うとともに、業務の適正性確保のため、必要に応じ
て相互に意見交換等を行い、連携を図っております。
 

ｃ．取締役の定数
当社の監査等委員を除く取締役は10名以内とし、監査等委員は６名以内とする旨定款に定めております。

 
ｄ．取締役の選任及び解任の決議要件
当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する
株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
また、取締役の選任決議について、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。
なお、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席
し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。
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ｅ．取締役の責任免除
当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取
締役（取締役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めておりま
す。これは、取締役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に発揮して期待される役割を果たしうる環境
を整備することを目的とするものであります。
ｆ．役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま
す。当該保険契約の被保険者の範囲は当社取締役並びに連結子会社５社（株式会社ジーテック、株式会社日進
エンジニアリング、株式会社牧野工業、日進工具香港有限公司、NS TOOL USA, INC.）の取締役及び監査役で

あり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が負担することとなる法律上の
損害賠償金や訴訟費用等を塡補することとなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行
為に起因して生じた損害は補填されない等、一定の免責事項があります。また、次回更新時には、同内容での
更新を予定しております。
 
ｇ．取締役会の活動状況
取締役会は原則月１回開催され、必要に応じて随時開催されます。当事業年度における個々の取締役の出席
状況は次のとおりです。

氏名 開催回数 出席回数

後藤　弘治 14回 14回

後藤　隆司 14回 14回

足立　有子 14回 14回

戸田　覚 14回 14回

斉藤　貴宣 10回 ９回

田島　寛 14回 14回

福田　和夫 ４回 ４回

藤崎　直子 14回 14回

平賀　敏秋 14回 14回

笹本　憲一 14回 14回

中野　秀代 14回 14回

（注）１．斉藤貴宣氏は、2025年６月24日の取締役就任後の開催回数及び出席回数となります。
２．福田和夫氏は、2025年６月24日の取締役退任までの開催回数及び出席回数となります。

 
・取締役会の具体的な決議・検討、報告事項
決議及び検討事項…株主総会に関する事項、決算に関する事項、取締役に関する事項、株式に関する事

項、予算や事業計画に関する事項、人事・組織に関する事項、子会社に関する事
項、サステナビリティに関する事項

報告事項…事業報告、監査報告、内部監査状況報告、取締役会の実効性に関する報告、投資家面談報
告、投資先に関する報告

 
ｈ．指名・報酬委員会の活動状況
当社は、取締役の指名・報酬等の決定に関する取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任並びにコーポ
レートガバナンス体制の充実を図るため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会を設置しており
ます。指名・報酬委員会の活動状況については、後述の「４　役員の報酬等」「①　役員の報酬等の額又はそ
の算定方法の決定に関する方針に係る事項」「ｃ．指名・報酬委員会の構成及び運営状況」に記載のとおりで
あります。
 
ⅰ．自己の株式の取得
当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができ
る旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた
め、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。
 

ｊ．株主総会の特別決議要件
当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる
株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めて
おります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行う
ことを目的とするものであります。
 
ｋ．中間配当
当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議に
よって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

（イ）2026年６月23日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、次のとおりであります。

男性7名　女性3名　（役員のうち女性の比率30.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役社長
営業担当

後藤　弘治 1962年２月10日生

1986年４月 当社入社

1988年10月 取締役総括グループ次長

1992年４月 常務取締役

1995年１月 専務取締役 営業統括

2011年４月 代表取締役副社長 営業統括
2013年１月 日進工具香港有限公司 董事長（現任）
2013年４月 代表取締役社長
2016年10月 代表取締役社長 営業担当 （現任）

2021年４月 株式会社ジーテック 代表取締役（現任）

2021年11月 NS TOOL USA, Inc. President/CEO
（現任）

　

(注）２ 788,400

代表取締役副社長
生産・開発担当

後藤　隆司 1963年９月14日生

1984年４月 当社入社

1988年10月 取締役生産本部次長

2002年１月 常務取締役 生産・開発統括
2009年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役社長
2010年４月 株式会社ジーテック 代表取締役社長
2011年４月 専務取締役 生産・開発統括
2013年４月 代表取締役副社長
2016年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役（現任）
2016年10月 代表取締役副社長 生産・開発担当

（現任）
2021年１月 株式会社牧野工業 代表取締役社長

2024年４月 株式会社牧野工業 代表取締役（現任）
　

(注）２ 778,400

常務取締役
総務・財務経理担当

足立　有子 1953年６月29日生

1978年４月 ＡＩＵ保険会社入社

1985年４月 当社入社

2001年９月 取締役総務部長

2002年２月 取締役総務部長

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2003年６月 当社取締役

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2005年４月 当社常務取締役（情報統括責任者）
2015年11月 株式会社牧野工業 代表取締役社長
2016年10月 当社常務取締役 総務・管理担当（情報統括

責任者）
2017年４月 株式会社牧野工業 代表取締役会長
2020年９月 株式会社牧野工業 代表取締役会長兼社長
2021年１月
2026年４月

株式会社牧野工業 代表取締役会長（現任）
当社常務取締役 総務・財務経理担当（情報
統括責任者）（現任）

　

(注）２ 190,000

取締役
経営企画室長兼
財務経理部長

戸田　覚 1962年２月26日生

1984年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）入行

2006年10月 同　横浜支社　法人第一部長

2009年10月 三菱UFJ証券株式会社（現三菱ＵＦＪモル
ガン・スタンレー証券株式会社）出向

2010年４月 税理士登録（千葉県税理士会）

2014年６月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会
社　事業法人第五部長

2020年４月 当社入社　社長付

2020年６月 取締役社長室長
2021年２月 取締役管理部長
2021年７月
2026年４月

取締役経営企画室長兼管理部長
取締役経営企画室長兼財務経理部長（現
任）

　

(注）２ 18,000

取締役 斉藤　貴宣 1961年11月16日生

1982年４月 三菱金属株式会社（現三菱マテリアル株式
会社）入社

1988年４月 MMC Hardmetal GmbH出向

2004年６月 三菱マテリアル株式会社 超硬製品事業部
マーケティング部

2013年４月 MMC Hardmetal (Thailand）Co.,Ltd.出
向　同 テクニカルセンター長

2015年11月 三菱マテリアル株式会社 開発本部 加工技
術センター 副センター長

2021年４月 三菱マテリアル株式会社 戦略本部 マーケ
ティング部 製品戦略室室長

2024年12月
2025年６月

当社　アドバイザー
当社取締役（現任）

　

(注）２ 4,500
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役
（監査等委員）

田島　寛 1961年４月26日生

1985年４月 ユニバーサル証券株式会社（現三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券株式会社）入社

2005年３月 当社入社　経営企画室長

2010年４月 管理部長

2010年６月 取締役管理部長

2012年６月 執行役員管理部長

2018年４月 執行役員経営企画室長
2021年６月 取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）３ 32,500

取締役
（監査等委員）

藤崎　直子 1949年10月18日生

1968年４月 株式会社住友銀行（現、株式会社三井住友
銀行）入行

1977年10月 株式会社日本マイクロニクス入社

2000年12月 同社取締役経理部長

2004年12月 同社常務取締役 管理本部経理部長

2007年10月 同社常務取締役 管理本部長

2009年12月 同社専務取締役 管理本部長

2010年10月 同社専務取締役 企画管理本部長
2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）４ 2,000

取締役
（監査等委員）

平賀　敏秋 1973年12月19日生

1999年４月 弁護士登録（東京弁護士会）

2007年10月 北村・平賀法律事務所　設立　パートナー
（現任）

2009年３月 株式会社MS&Consulting 社外監査役

2014年４月 ポラリス・キャピタル・グループ株式会社
社外取締役

2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2016年６月 ヒューマン・アソシエイツ・ホールディン

グス株式会社 社外監査役
2019年６月 ヒューマン・アソシエイツ・ホールディン

グス株式会社 社外取締役（監査等委員）
2022年４月 リグロース・キャピタル・マネジメント株

式会社 監査役（現任）
2022年６月 ポラリス・キャピタル・グループ株式会社

監査役（現任）
　

(注）４ -

取締役
（監査等委員）

笹本　憲一 1951年５月25日生

1980年６月 監査法人中央会計事務所入所

1998年９月 同監査法人代表社員

2007年７月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ代表社員

2010年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役

2014年９月 日本住宅サービス株式会社（現サンネクス
タグループ株式会社）社外監査役

2016年９月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ退所
2016年10月 公認会計士笹本憲一事務所開設

同事務所代表（現任）
2018年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役
2019年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2019年６月 株式会社東葛ホールディングス社外取締役

（監査等委員）
2020年９月 サンネクスタグループ株式会社社外取締役

（監査等委員）（現任）
　

(注）３ －

取締役
（監査等委員）

中野　秀代 1959年９月13日生

1991年11月 シティトラスト信託銀行株式会社ヴァイスプ
レジデント

1993年10月 同社シニアポートフォリオマネージャー兼個
人運用部ヘッド

2000年１月 ファンネックス・アセット・マネジメント株
式会社 取締役運用部長

2004年３月 株式会社トリアス設立 代表取締役社長（現
任）

2020年３月 株式会社アウトソーシング 社外取締役
2021年６月 ホーチキ株式会社 社外取締役（現任）
2022年６月 第一工業製薬株式会社 社外取締役（現任）
2023年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2026年３月 JUKI株式会社 社外取締役（現任）
　

(注）３ －

計 1,813,800

（注）１．斉藤貴宣、藤崎直子、平賀敏秋、笹本憲一及び中野秀代は、社外取締役であります。
２．2025年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
３．2025年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
４．2024年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
５．代表取締役副社長後藤隆司は、代表取締役社長後藤弘治の弟であります。
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６．当社では、業務執行者のうち一部の業務について執行役員を選任しております。
各執行役員は当社グループにおける豊富な業務経験や実績を有しており、経営陣幹部として当社グループの
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現に資することができるものと判断し選任するとともに、将来
の取締役候補者としての育成も行っております。
執行役員は５名で構成されております。

氏名 役職 主な業務経験

岡田　浩一 上席執行役員　仙台工場長 開発、生産

小林　雅人 上席執行役員　総務部長 総務、人事

後藤　勇二 執行役員 開発、生産、営業

宮﨑　英輔 執行役員　営業部長 営業

服部　剛 執行役員　営業担当 営業
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（ロ）2026年６月24日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役

を除く。）５名選任の件」及び「監査等委員である取締役２名選任の件」を提案しており、当該議案が承

認可決されますと、当社の役員の状況は、次のとおりとなる予定であります。

なお、当該定時株主総会の直後に開催予定の取締役会の決議事項の内容（役職名等）も含めて記載してお

ります。

男性6名　女性4名　（役員のうち女性の比率40.0％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

代表取締役社長
営業担当

後藤　弘治 1962年２月10日生

1986年４月 当社入社

1988年10月 取締役総括グループ次長

1992年４月 常務取締役

1995年１月 専務取締役 営業統括

2011年４月 代表取締役副社長 営業統括
2013年１月 日進工具香港有限公司 董事長（現任）
2013年４月 代表取締役社長
2016年10月 代表取締役社長 営業担当 （現任）

2021年４月 株式会社ジーテック 代表取締役（現任）

2021年11月 NS TOOL USA, Inc. President/CEO
（現任）

　

(注）２ 788,400

代表取締役副社長
生産・開発担当

後藤　隆司 1963年９月14日生

1984年４月 当社入社

1988年10月 取締役生産本部次長

2002年１月 常務取締役 生産・開発統括
2009年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役社長
2010年４月 株式会社ジーテック 代表取締役社長
2011年４月 専務取締役 生産・開発統括
2013年４月 代表取締役副社長
2016年４月 株式会社日進エンジニアリング 代表取締

役（現任）
2016年10月 代表取締役副社長 生産・開発担当

（現任）
2021年１月 株式会社牧野工業 代表取締役社長

2024年４月 株式会社牧野工業 代表取締役（現任）
　

(注）２ 778,400

常務取締役
総務・財務経理担当

足立　有子 1953年６月29日生

1978年４月 ＡＩＵ保険会社入社

1985年４月 当社入社

2001年９月 取締役総務部長

2002年２月 取締役総務部長

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2003年６月 当社取締役

 株式会社ジーテック 代表取締役社長

2005年４月 当社常務取締役（情報統括責任者）
2015年11月 株式会社牧野工業 代表取締役社長
2016年10月 当社常務取締役 総務・管理担当（情報統括

責任者）
2017年４月 株式会社牧野工業 代表取締役会長
2020年９月 株式会社牧野工業 代表取締役会長兼社長
2021年１月
2026年４月

株式会社牧野工業 代表取締役会長（現任）
当社常務取締役 総務・財務経理担当（情報
統括責任者）（現任）

　

(注）２ 190,000

取締役
経営企画室長兼
財務経理部長

戸田　覚 1962年２月26日生

1984年４月 株式会社東海銀行（現株式会社三菱ＵＦＪ
銀行）入行

2006年10月 同　横浜支社　法人第一部長

2009年10月 三菱UFJ証券株式会社（現三菱ＵＦＪモル
ガン・スタンレー証券株式会社）出向

2010年４月 税理士登録（千葉県税理士会）

2014年６月 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会
社　事業法人第五部長

2020年４月 当社入社　社長付

2020年６月 取締役社長室長
2021年２月 取締役管理部長
2021年７月
2026年４月

取締役経営企画室長兼管理部長
取締役経営企画室長兼財務経理部長（現
任）

　

(注）２ 18,000

取締役 斉藤　貴宣 1961年11月16日生

1982年４月 三菱金属株式会社（現三菱マテリアル株式
会社）入社

1988年４月 MMC Hardmetal GmbH出向

2004年６月 三菱マテリアル株式会社 超硬製品事業部
マーケティング部

2013年４月 MMC Hardmetal (Thailand）Co.,Ltd.出
向　同 テクニカルセンター長

2015年11月 三菱マテリアル株式会社 開発本部 加工技
術センター 副センター長

2021年４月 三菱マテリアル株式会社 戦略本部 マーケ
ティング部 製品戦略室室長

2024年12月
2025年６月

当社　アドバイザー
当社取締役（現任）

　

(注）２ 4,500
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数（株）

取締役
（監査等委員）

田島　寛 1961年４月26日生

1985年４月 ユニバーサル証券株式会社（現三菱ＵＦＪ
モルガン・スタンレー証券株式会社）入社

2005年３月 当社入社　経営企画室長

2010年４月 管理部長

2010年６月 取締役管理部長

2012年６月 執行役員管理部長

2018年４月 執行役員経営企画室長
2021年６月 取締役（監査等委員）（現任）
　

(注）３ 32,500

取締役
（監査等委員）

笹本　憲一 1951年５月25日生

1980年６月 監査法人中央会計事務所入所

1998年９月 同監査法人代表社員

2007年７月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ代表社員

2010年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役

2014年９月 日本住宅サービス株式会社（現サンネクスタ
グループ株式会社）社外監査役

2016年９月 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ退所
2016年10月 公認会計士笹本憲一事務所開設

同事務所代表（現任）
2018年６月 株式会社東葛ホールディングス社外監査役
2019年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2019年６月 株式会社東葛ホールディングス社外取締役

（監査等委員）
2020年９月 サンネクスタグループ株式会社社外取締役

（監査等委員）（現任）
　

(注）３ －

取締役
（監査等委員）

中野　秀代 1959年９月13日生

1991年11月 シティトラスト信託銀行株式会社ヴァイスプ
レジデント

1993年10月 同社シニアポートフォリオマネージャー兼個
人運用部ヘッド

2000年１月 ファンネックス・アセット・マネジメント株
式会社 取締役運用部長

2004年３月 株式会社トリアス設立 代表取締役社長（現
任）

2020年３月 株式会社アウトソーシング 社外取締役
2021年６月 ホーチキ株式会社 社外取締役（現任）
2022年６月 第一工業製薬株式会社 社外取締役（現任）
2023年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2026年３月 JUKI株式会社 社外取締役（現任）
　

(注）３ －

取締役
（監査等委員）

小倉　乃里子 1955年６月18日生

1978年３月 オグラ工業株式会社（現オグラ金属株式会
社）入社

1994年４月 同社総務部教育・人事担当部長

1997年４月 厚生労働省関東職業能力開発大学校運営推進
委員（現任）

2006年６月 オグラ金属株式会社・オーエムシー株式会社
常務取締役

2009年６月 同社取締役副社長
2023年４月 あしかが産学官連携センター会長（現任）

2024年６月 オーエムシー株式会社取締役副社長（現任）

2024年６月 オグラ金属株式会社相談役（現任）

2025年４月

 
2026年６月

栃木県生産性本部 経営品質アワード表彰審
査委員
当社取締役（監査等委員）（現任）

　

(注）４
 

(注）６
－

取締役
（監査等委員）

平賀　真紀 1973年４月27日生

2002年11月 司法試験合格

2004年10月 弁護士登録、長谷川俊明法律事務所入所

2010年４月
2026年６月

平賀法律事務所開設（現任）
当社取締役（監査等委員）（現任）

　

(注）４
 

(注）６
－

計 1,811,800

（注）１．斉藤貴宣、笹本憲一、中野秀代、小倉乃里子及び平賀真紀は、社外取締役であります。
２．2026年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
３．2025年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
４．2026年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
５．代表取締役副社長後藤隆司は、代表取締役社長後藤弘治の弟であります。
６．取締役小倉乃里子及び平賀真紀は、新任の取締役であり、2026年６月24日開催の定時株主総会にて選任され
る予定であります。
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７．当社では、業務執行者のうち一部の業務について執行役員を選任しております。
各執行役員は当社グループにおける豊富な業務経験や実績を有しており、経営陣幹部として当社グループの
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の実現に資することができるものと判断し選任するとともに、将来
の取締役候補者としての育成も行っております。
執行役員は５名で構成されております。

氏名 役職 主な業務経験

岡田　浩一 上席執行役員　仙台工場長 開発、生産

小林　雅人 上席執行役員　総務部長 総務、人事

後藤　勇二 執行役員 開発、生産、営業

宮﨑　英輔 執行役員　営業部長 営業

服部　剛 執行役員　営業担当 営業
 

②　社外役員の状況
当社の社外取締役は５名であります。
社外取締役に期待される役割といたしましては、自らは業務執行を行わず客観的に他の取締役の業務執行状況
をチェックし、取締役会を通じて業務執行が適切に行われるようにすることであると考えます。社外取締役の選
任につきましては、会社経営に高い見識を持ち、あるいは、監査機能発揮に必要な専門分野における高い実績を
有し、会社との関係、代表取締役その他の取締役、執行役員及び主要な使用人との関係等を勘案して独立性に問
題がなく、取締役会及び監査等委員会等への出席が可能である候補者から決定します。
社外取締役の斉藤貴宣氏は、2024年11月まで当社の販売先である三菱マテリアル株式会社に在籍しており、当
社の主要仕入れ先である三菱マテリアルハードメタル株式会社は同社の子会社でありますが、同氏は業務執行者
ではないため、当社が定める独立役員の独立性判断基準に抵触しないことから、独立性に問題はないと考えてお
ります。
社外取締役の藤崎直子氏は、株式会社日本マイクロニクスの元専務取締役であり、当社と同社は人的関係、取
引関係その他の利害関係はありません。
社外取締役の平賀敏秋氏は、東京弁護士会登録の弁護士であり、当社と同氏は人的関係、取引関係その他の利
害関係はありません。
社外取締役の笹本憲一氏は、日本公認会計士協会登録の公認会計士であり、当社と同氏は人的関係、取引関係
その他の利害関係はありません。
社外取締役の中野秀代氏と当社は、同氏が代表取締役を務める株式会社トリアスとの間でIR資料の作成を目的
とした取引がありますが、その取引額は当社グループの連結売上高の２％未満、且つ年間の取引金額は10百万円
以下であり、当社が定める独立役員の独立性判断基準に抵触しないことから、独立性に問題はないと考えており
ます。
当社は社外取締役の５名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま
す。
また、社外取締役の当社株式の保有状況は、上記①に記載のとおりであります。
なお、2026年６月24日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締
役を除く。）５名選任の件」及び「監査等委員である取締役２名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可
決されますと、当社の社外取締役は５名となります。当該定時株主総会で新たに就任予定の社外取締役は小倉乃
里子氏及び平賀真紀氏であります。
 
＜ご参考＞　当社が定める独立役員の独立性判断基準
当社は、社外取締役が以下のいずれにも該当しない場合、当社からの独立性を有していると判断する。
１．当社及び当社の子会社（以下「当社グループ」という。）の業務執行者（注１）若しくは業務執行者で
あった者

２．直近事業年度を含む過去３事業年度において、以下のいずれかに該当する者
（１）当社の大株主（注２）又はその業務執行者
（２）当社グループが大株主である企業等の業務執行者
（３）当社グループの主要な取引先（注３）の業務執行者
（４）当社グループを主要な取引先とする者又はその業務執行者
（５）当社グループから役員報酬以外に年間10百万円超の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会

計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人又は組合等の団体である場合には、当該団体
に所属する者）

（６）当社グループの会計監査人である監査法人に所属する者
（７）当社グループから年間10百万円超の金銭その他の財産による寄付を受けている者又はその業務執行者
（８）当社グループの業務執行者が他の企業等において社外役員に就いている場合における他の企業等の業

務執行者
３．上記１又は２(１)～(８)のいずれかに掲げる者の配偶者又は二親等内の親族である者
４．その他独立した社外取締役としての職務を果たすことができないと合理的に判断される事情を有する者
 
（注１）業務執行者　　法人その他の団体の業務執行取締役、執行役、執行役員、業務を執行する社員、そ

の他これらに類する役職者
（注２）大株主　　　　総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有している者
（注３）主要な取引先　当社グループの製品等の販売先又は仕入先等で、１事業年度での取引高が当社グ

ループの連結売上高の２％を超える者
 
 
 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係
監査等委員、内部監査人と会計監査人との連携につきましては、監査計画策定時において協議を行う他、会計
監査人による棚卸立会及び実査に監査等委員又は内部監査責任者が立ち会います。また、監査等委員会は会計監
査人及び内部監査責任者よりそれぞれの監査結果の報告を受け、問題点の確認等を行います。

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

34/88



 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

35/88



（３）【監査の状況】

①　監査等委員会による監査の状況
ａ．監査等委員会の組織、人員及び出席状況
監査等委員会は経営上の意思決定及び執行に対しての監視を行っております。その構成は、2026年６月23日
（有価証券報告書提出日）現在、５名（常勤監査等委員１名、非常勤社外取締役４名）となっております。
監査等委員会は原則月１回開催され、必要に応じて随時開催されます。当連結会計年度における監査等委員
会は14回開催されました。
なお、監査等委員の経験や知見等、取締役会及び監査等委員会への出席状況に関しては以下のとおりです。

氏名 経験や知見等

当連結会計年度の出席状況

取締役会
（全14回）

監査等委員会
（全14回）

田島　寛

長年に亘る証券会社勤務を通じての豊富な経験と知識を
有しており、また、当社の取締役や執行役員として財
務、経理部門、経営企画部門及び内部監査部門を担当し
ておりましたため、経営分析、金融実務、経理に精通し
ております。

14回全て 14回全て

福田　和夫

長年に亘る銀行勤務を通じての豊富な経験と幅広い知識
を有しているほか、当社の取締役管理部長として、2003
年６月から2009年６月まで財務及び経理部門を担当し、
2009年６月から2015年６月までは監査役として経営上の
意思決定及び執行に対しての監視を行っており、経営分
析、金融実務、経理並びに会社法に精通しております。

４回全て ４回全て

藤崎　直子

上場会社の取締役としての幅広い見識と豊富な経験を有
しているほか、1999年12月から2012年12月まで、上場会
社の経理部門等を担当しておりましたため、財務及び会
計に関する相当程度の知見を有しております。

14回全て 14回全て

平賀　敏秋
弁護士としての高度な専門的知識及び経験、また、他社
の社外役員としての経験・知見等を有しております。

14回全て 14回全て

笹本　憲一

公認会計士としての高度な専門的知識及び経験に基づく
財務及び会計に関する相当程度の知見を有しているほ
か、他社の社外役員としての経験・知見等を有しており
ます。

14回全て 14回全て

中野　秀代

資産運用会社での投資判断における企業・財務分析や、
IR・PR支援会社での経営助言を通じ、国際性を含む豊富
な経験と幅広い見識を有しているほか、他社の社外役員
としての経験・知見等を有しております。

14回全て 14回全て

（注）福田和夫氏は、2025年６月24日の監査等委員である取締役退任までの開催回数及び出席回数となりま
す。

 
ｂ．監査等委員会の決議及び検討事項

主な決議事項　　：当期監査計画（監査方針・重点監査項目・監査方法・業務分担）、株主総会議案等に関す

る意見形成及び監査報告書作成、監査等委員である取締役の月額報酬改定、会計監査人の

異動

具体的な検討事項：常勤監査等委員による監査報告の内容、マテリアリティKPIの進捗達成状況、内部監査の

状況

 

ｃ．監査等委員の活動状況

各監査等委員は、取締役会に出席し、それぞれの専門的な知見等を活かし、妥当性及び適法性の見地から監

査を実施しております。

常勤監査等委員は、主な社内会議への出席、重要書類の閲覧、事業所及び子会社の往査、取締役へのヒアリ

ング等により、妥当性、適法性及び効率性等につき監査又は調査を実施しているほか、内部監査責任者及び会

計監査人と定期的な意見交換を行っております。また、サステナビリティ委員会へオブザーバーとして出席

し、マテリアリティKPIの進捗状況等について監査を実施しております。なお、当期の重点監査項目として、

内部統制の評価及び監査の実施基準改訂に係る対応、各部門におけるリスクと当該リスクへの対応の確認、収

益認識（売上過大計上リスク）につき監査を実施しております。

 

②　内部監査の状況

当社における内部監査は、社長直轄となる内部監査室の人員２名（うち１名は内部監査責任者）が、内部監査

規程及び内部監査実施マニュアルに基づき実施しており、必要に応じて他の部署の者を内部監査担当者に任命

し、監査業務に従事させております。なお、内部監査につきましては、社長及び取締役会・監査等委員会へ報

告、答申等を行うデュアルレポーティング制度を採用しております。

監査等委員、内部監査人と会計監査人との連携につきましては、監査計画策定時において協議を行う他、会計

監査人による棚卸立会及び実査に監査等委員又は内部監査室が立ち会います。また、監査等委員会は会計監査人

及び内部監査責任者よりそれぞれの監査結果の報告を受け、問題点の確認等を行います。
 
③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

そうせい監査法人
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ｂ．継続監査期間

１年間

 

ｃ．業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：大髙　宏和

指定社員　業務執行社員：木村　勝治

 

ｄ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士６名

 

ｅ．監査法人の選定方針と理由

会計監査人である監査法人の選定又は再任に当たっては、監査法人の概要、品質管理体制、独立性及び監査

の実施体制等に関する書面を受領し、監査等委員会においてその内容の適法性及び監査の妥当性等を検討した

うえで選定又は再任についての判断をすることとしております。

なお、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、株主

総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当し、解任が相当である

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が

選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。

 

ｆ．監査等委員会による会計監査人である監査法人の評価

当社の監査等委員会は、会計監査人である監査法人に対して評価を行っております。評価に関する下記手続

の結果、監査の方法及び結果は相当であると判断いたしました。

（評価手続の概要）

会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、

会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している

旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

 

ｇ．監査法人の異動

当社の監査法人は次のとおり異動しております。

前連結会計年度及び前事業年度   監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

当連結会計年度及び当事業年度   そうせい監査法人

 

なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

異動に係る監査公認会計士等の名称

選任する監査公認会計士等の名称

そうせい監査法人

退任する監査公認会計士等の名称

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

異動の年月日

2025年６月24日(第64回定時株主総会開催日)

 

退任する監査公認会計士等が監査公認会計士等となった年月日

2007年６月26日

 

退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見

該当事項はありません。
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異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯

当社の会計監査人であります監査法人Ａ＆Ａパートナーズは、2025年６月24日開催予定の第64回定時株

主総会終結の時をもって任期満了となります。同会計監査人につきましては、会計監査が適切かつ妥当に

行われることを確保する体制を十分に備えているものの、監査法人Ａ＆Ａパートナーズとしての監査継続

期間が18年と長期にわたっていることや、当社の事業規模に見合った監査対応と監査費用の相当性を総合

的に検討した結果、そうせい監査法人を候補者としたものであります。

 

異動の決定又は当該異動に至った理由及び経緯に対する意見

退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 

監査等委員会の意見

妥当であると判断しております。

 
④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 28 － 23 1

連結子会社 － － － －

計 28 － 23 1

（注）１．前連結会計年度は前任監査人である監査法人Ａ＆Ａパートナーズに係る報酬となります。

２．当連結会計年度における非監査業務の内容は、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる会計監査人交

代に伴う引継ぎ業務であります。

 

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

該当事項はありません。

 

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

前連結会計年度及び当連結会計年度において、連結子会社である日進工具香港有限公司については、当社の

会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の

監査を受けております。

 

ｄ．監査報酬の決定方針

監査日数、内容を総合的に勘案して決定しております。

 

ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠

などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、上場企業の監査報酬等の水準を勘案し、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

ａ．取締役の報酬決定方針及び報酬限度額

取締役の報酬決定方針については、株主総会において承認された報酬限度額を上限として、職責や業績貢

献度を適正に評価した上で、適切に決定するものとしています。

当社は、2025年６月24日の取締役会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬

等の内容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容

について取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会の答申を得ております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決

定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委員会からの答申が尊重されるこ

とを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

 

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとお

りです。

〇基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際し

ては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬は、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）、業績

連動報酬等（金銭報酬）及び株式報酬等（非金銭報酬）により構成する。

〇基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、

在任年数に応じて他社水準、経営環境等を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

その額は、指名・報酬委員会が支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議するも

のとする。

〇業績連動報酬等の内容及び額の決定に関する方針

業績連動報酬等は、短期的インセンティブとして、当社の業績向上に対する意欲や士気を高めるた

め、業績指標（KPI）を反映した金銭報酬を、賞与として毎年一定の時期に支給するものとする。

その額は、期末における連結営業利益見込額に、指名・報酬委員会からの答申により取締役会が決議

した係数を乗じて計算された総額につき、指名・報酬委員会が取締役（監査等委員である取締役を除

く）の個人別貢献度等を勘案した支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議するも

のとする。

〇株式報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針

株式報酬等は譲渡制限付き株式報酬とし、中長期的インセンティブとして、当社の業績向上はもとよ

り、株主利益を重視した業務展開を図ることを目的として、退任までの譲渡制限を付した当社株式を、

毎年一定の時期に割当てるものとする。

その額又は数は、指名・報酬委員会が支給案を策定のうえ取締役会に答申し、取締役会において決議

するものとする。

〇基本報酬、業績連動報酬等及び株式報酬等の額の取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の

報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

各報酬の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合については、基本報酬の割合を概ね５割とし、業

績連動報酬等及び株式報酬等の割合を概ね５割とするが、当社の業績向上に対する意欲や士気を高める

とともに株主利益を重視した業務展開を図ることを目的としたインセンティブの性質を考慮し、取締役

（監査等委員である取締役を除く）は株式報酬等を１とした場合の業績連動報酬等が３以上となるよ

う、企業価値向上を図るものとする。

 

監査等委員である取締役の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

〇基本方針

当社の監査等委員である取締役の報酬は、客観的かつ独立した立場から取締役（監査等委員である取

締役を除く）の職務の執行を監査するというその役割に鑑み、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）

のみを支払うこととする。

 

〇基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

当社の監査等委員である取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、常勤・非常勤の別、取締役（監

査等委員である取締役を除く）の報酬水準、他社水準及び経営環境等を考慮しながら、総合的に勘案し

て決定するものとする。

その額は、監査等委員会で協議のうえ決定するものとする。
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取締役の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第55回定時株主総会において、取締役（監査等委員を除

く）について年額500百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、2023年６月

22日開催の第62回定時株主総会において、監査等委員である取締役について年額80百万円以内と決議いただ

いております。なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は５名であり、監査等委員

である取締役の員数は６名でありました。また別枠で、2018年６月22日開催の第57回定時株主総会におい

て、株式報酬型ストックオプションに関する報酬等の額を、取締役（監査等委員を除く）について年額100

百万円以内と決議いただいております。なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は

４名でありました。2022年６月22日開催の第61回定時株主総会において、上記株式報酬型ストックオプショ

ン制度に代え、一定の株式譲渡制限期間及び当社による無償取得事由等の定めがある当社普通株式（以下

「譲渡制限付株式」といいます。）を割当てるための報酬制度を導入し、譲渡制限付株式に関する報酬等の

額を、取締役（監査等委員を除く）について年額150百万円以内と決議いただいております。これに伴い、

取締役（監査等委員を除く）に対する株式報酬型ストックオプションの報酬を廃止しており、今後、株式報

酬型ストックオプションとしての新株予約権の割当ては行いません。（すでに付与済みの株式報酬型ストッ

クオプションは残存します。）なお、上記決議時において、取締役（監査等委員を除く）の員数は４名であ

りました。
 

ｂ．取締役の報酬決定手続

取締役（監査等委員を除く）の報酬決定に当たっては、執行役員の報酬も含め、取締役会は社外取締役を

過半数とする指名・報酬委員会（委員長は社外取締役）に諮問し、その答申を得て決議いたします。また、

中長期的なインセンティブとしての報酬設計等に関し、適宜、指名・報酬委員会において議論を行っており

ます。監査等委員である取締役の報酬決定に当たっては、上記限度額の範囲内で監査等委員である取締役の

役割・職務の内容を勘案し、監査等委員会での協議により決定いたします。

 

ｃ．指名・報酬委員会の構成及び運営状況

指名・報酬委員会は、取締役会の決議により選定された３名以上の委員により構成されており、委員の過

半数は独立社外取締役となります。当社の業務や業績に関する事項、高度な専門性又は他社の役員経験等の

豊富な知識・経験がある取締役のうち、妥当性や適法性等の見地から、取締役（監査等委員を除く）及び執

行役員の適性等（経験、実績、人物等）や、適正な報酬形態についての検討・判断ができる人選としており

ます。

指名・報酬委員会は、当社が定める指名・報酬委員会規程に基づき運営されます。総務部が事務局とな

り、原則１年に２回以上開催され、取締役会の諮問に応じ、取締役（監査等委員を除く）及び執行役員の指

名・報酬等に関する次の事項につき協議し、取締役会に答申します。

・取締役候補者（監査等委員である取締役を除く）の選任及び取締役（監査等委員である取締役を除

く）の解任に関する事項（方針、規則及び手続等の制定、変更、廃止を含む。）

・執行役員の選任及び解任に関する事項

・代表取締役及び役付取締役の選定及び解職に関する事項

・後継者計画に関して指名・報酬委員会が必要と認めた事項

・取締役（監査等委員である取締役を除く）及び執行役員の個人別の報酬等に関する事項（方針、規則

及び手続等の制定、変更、廃止、個人別の報酬等の内容を含む。）

・その他、上記事項に関し指名・報酬委員会が必要と認めた事項

指名・報酬委員会は2026年３月期において４回開催され、委員長の選定のほか、取締役（監査等委員を除

く）及び執行役員の選任等、代表取締役及び役付取締役の選定、報酬等の総額及び個人別の報酬等の内容、

譲渡制限付株式報酬制度の内容等につき協議を行い、取締役会に答申しました。当事業年度における指名・

報酬委員会の構成及び各委員の出席状況は下記のとおりであります。

役割 役職 氏名 当事業年度における出席状況

委員長 社外取締役（監査等委員） 平賀　敏秋 ４回出席

－ 社外取締役（監査等委員） 藤崎　直子 ４回出席

－ 社外取締役（監査等委員） 笹本　憲一 ４回出席

－ 代表取締役社長 後藤　弘治 ４回出席
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ｄ．取締役の報酬内容

当社の取締役及び執行役員に対する報酬は、固定報酬（役職・職責等に応じた報酬）と変動報酬（業績連

動報酬・譲渡制限付株式報酬）で構成しております。変動報酬については、2022年６月22日開催の第61回定

時株主総会において、株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、譲渡制限付株式を割り当てるための報

酬制度を導入しております。なお、監査等委員である取締役については、変動報酬はありません。また、当

社及び国内連結子会社は、2018年６月22日開催の第57回定時株主総会において、経営改革の一環として役員

報酬体系の見直しを行い、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給（支給の時期は各役員の退任時）を決

議しております。

固定報酬については、役職・職責等に応じて、経営環境や他社水準などを考慮して適切な水準で設定して

おります。

変動報酬のうち、業績連動報酬については、短期的インセンティブとして、当社の業績向上に対する意欲

や士気を高めるため、期末における連結営業利益見込額に、指名・報酬委員会からの答申により取締役会が

決議した係数を乗じて計算された総額につき、指名・報酬委員会において取締役（監査等委員を除く）及び

執行役員の個人別貢献度等を勘案した支給案を策定したうえで、取締役会に諮られ決議しております。業績

指標として期末における連結営業利益見込額を選定した理由は、当社グループにおける本業から創出した利

益を適正に反映する指標と考えるためであります。なお、当事業年度における報酬確定時の連結営業利益見

込額は1,954百万円であり、これに基づき、業績連動報酬の総額は87百万円となりました。

譲渡制限付株式報酬については、中長期的インセンティブとして、当社の業績向上はもとより、株主の皆

様の利益を重視した業務展開を図ることを目的として付与しているものであり、退任までの譲渡制限を付し

た当社株式を割当てております。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬

業績連動
報酬

退職慰労金
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く）

276 165 86 － 24 4

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

26 23 － 2 － 2

社外役員 46 42 1 － 3 5

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記表には、2025年６月24日開催の第64回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等

委員）１名を含んでおります。

３．退職慰労金は、当事業年度中に退任した監査等委員である取締役１名に対して支給した、2018年６

月22日開催の第57回定時株主総会において決議された役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の

金額以外の功労加算金であります。

４．非金銭報酬等については、全額譲渡制限付株式報酬によるものであります。

 

③　役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上となる者はいないため、個人別の報酬額を開示しておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方
当社は、投機的な取引を行わない方針であり、純投資を目的とした株式保有はいたしません。一方、戦略
的に重要な取引先等の株式を取得することができるものとしており、保有目的が純投資目的以外の目的であ
る投資株式については保有しております。なお、株式の取得に当たっては全て取締役会での審議、承認を必
要としております。
 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式
ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証
の内容
当社は、当該投資先の製品・技術・サービス等が当社にとって代替の効かない又はコスト面も含め代替が
困難であるかについて検討した上で、当社の資本コスト、同株式の保有により得られる配当等の収益や財務
面でのリスク等を総合的に勘案し、保有の合理性を検証することとしており、その検証内容について取締役
会で審議し、保有継続の適否を決定いたします。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 3 8

非上場株式以外の株式 1 31

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －

 
ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報
特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

ミクロン精密㈱

15,000 15,000

取引関係強化のため保有して
おります。定量的な保有効果
の記載は困難でありますが、
当社ではセンタレスグライン
ダのトップメーカーである同
社のグラインダを使用してお
り、同社との協力が、当社の
中長期的な企業価値向上に資
すると判断しております。な
お、保有の合理性につきまし
ては、当社の資本コスト及び
同社からの受取配当金等を含
めて総合的に勘案し検証して
おります。

有

31 22
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

①当社グループの人的資本戦略

当社グループでは、経営理念の一つである「HEART（心）」が示す人的資本を重視しており、その中でも、

社是である「明るく、楽しく、創造をしよう。」を自ら実践できる多様な人財（※）の育成を、重要な経営課

題と位置づけております。

また、人的資本の強化に向けた基本方針として、マテリアリティ「4．従業員の働きがい」を定め、これに

基づいて「人材育成方針」と「社内環境整備方針」を策定しております。

※：当社では人的価値を重視する観点から『人財』と表記しております。

 

＜マテリアリティ「４.　従業員の働きがい」＞

「すべての従業員に働き甲斐のある職場環境を提供します。」

社是である「明るく、楽しく・創造をしよう。」を主体的に実践できる人財を育成するため、研修制度の充実

や従業員との対話を通じ、企業と個人が相互に成長できる職場環境を整備します。

 

また、人的資本に関する基本方針を支えるガバナンス体制として、管理職の選任・昇格は社外取締役を含

む人事委員会が評価・判断し、人事制度は人事制度構築委員会のレビューを踏まえ取締役会が見直しを行っ

ております。また、部門間の人財交流等については部門長会議が提言を行っております。

上記体制のもと、従業員のキャリアステージに応じ、新入社員に対しては長期基礎研修の実施や自己啓発学習

の推奨、中堅社員に対してはスキルアップのための技術研修や生産現場への柔軟な対応力を強化するための多

能工教育の推進、管理職層にはリーダ―育成のため、外部専門家を活用したコーチング研修や定期個別面談を

実施するなど、階層別に研修体系を整備しております。また、組織活性化を狙ったJJP（自律・自発・パート

ナーシップ）研修や、キャリアアップを目指す従業員を支援するため異動希望先のアンケートを開始するな

ど、新たな取り組みも進めております。

人的資本の強化のため目標としている指標については、マテリアリティKPIに「くるみん」認定を掲げてお

り、当期実績を基に認定申請を行う予定であります。また「一般事業主行動計画」に掲げた目標として、①従

業員個人単位の年次有給休暇取得率を30%以上（目標達成）とする、②子の看護・育児に使用できる休暇制度

を拡充（取得要件の拡充実施）する、③多様化推進のため女性社員の比率を１％向上させる（目標達成）、な

どを設定し取り組んでおります。

 

従業員に占める女性従業員の割合（当社）

 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

男性 168人 170人 171人 172人 178人 177人

女性 41人 43人 45人 50人 51人 51人

割合 19.6% 20.2% 20.8% 22.5% 22.3% 22.4%

 

また、開示項目である④女性管理職比率、⑤男性育休取得率、⑥男女間賃金格差、についても社内で一定の

目標水準を設定しております。

当社グループでは、これら一連の取組により、従業員が働きがいと成長実感を持って活躍できる環境を整備

し、その成長を企業価値向上と処遇改善につなげる好循環の実現を目指しております。

 

②従業員給与等の決定方針

当社グループの従業員給与その他の給付の額および内容については、人的資本戦略に基づき、従業員の成長

および企業価値向上への貢献を適切に評価し、公正かつ透明性のある処遇を実現することを基本方針としてお

ります。

給与水準の決定にあたっては、外部労働市場の動向、物価上昇等の社会環境、当社グループの業績および財務

状況、職務内容や責任の程度等を総合的に勘案しております。個別の処遇については、各部門別、階層別の人

事評価制度に基づき、業績評価および能力評価の結果を反映するとともに、役割への取組姿勢、業務改善及び

新たな挑戦等を評価要素としております。

また、従業員のエンゲージメント向上及び人材の確保・定着を目的として、社会環境の変化を踏まえた処遇

の見直しを行っております。具体的には、当期は7.4％の賃上げを実施するとともに、賞与については、利益

成長と従業員還元の連動性を高めるため、基本原資に加え連結営業利益の一定割合（12％）を従業員へ還元す

る仕組みを導入しております。

さらに、管理職の昇格については人事委員会において審議を行い、人事制度全般について人事制度構築委員会

による定期レビューを実施する等、適切なガバナンス体制のもとで運用しております。
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当社グループは、これらの処遇制度を通じて、従業員の成長意欲および企業価値向上への貢献意欲を高め、人

的資本戦略と連動した企業価値の持続的向上を目指しております。

 

（２）【従業員の状況】

①連結会社の状況

 2026年３月31日現在

部門の名称 従業員数（人）

営業部門 87

製造部門 195

開発部門 33

管理部門 49

合計 364

　（注）１．従業員数は、就業人員を記載しております。
２．報告セグメントが１つであるため、部門別の従業員数を記載しております。
 

②提出会社の状況
    2026年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

238 38.5 13.7 6,616,698 2.7

 

部門の名称 従業員数（人）

営業部門 71

製造部門 115

開発部門 28

管理部門 24

合計 238

（注）１．従業員数は、就業人員（子会社への出向者を除く）を記載しております。
２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。
３．報告セグメントが１つであるため、部門別の従業員数を記載しております。
 

③労働組合の状況
当社グループの労働組合は、ＵＡゼンセン日進工具労働組合と称し、2007年２月に結成されました。提出会社の
仙台工場に同組合本部が置かれております。なお、労使関係は安定しております。

 

④管理的地位にある従業員に占める女性従業員の割合、男性従業員の育児休業取得率及び従業員の男女の賃金の額の

差異

提出会社

当事業年度

補足説明

管理的地位に
ある従業員に
占める女性従
業員の割合
（％）
 （注）１．

男性従業員の
育児休業取得
率（％）
 （注）２．

従業員の男女の賃金の額の差異（％）
（注）１．

全従業員
正規雇用従業
員

パート・有期
従業員

6.1 100.0 78.6 80.5 50.4  

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の６第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

３．連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）及び「育児

休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の規定に

よる公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2025年４月１日から2026年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の財務諸表について、そうせい

監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組を行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、情報を早期に取得できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しており

ます。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,868,215 9,567,559

受取手形及び売掛金 ※１ 1,393,362 ※１ 1,418,409

商品及び製品 1,408,719 1,470,492

仕掛品 239,620 278,377

原材料及び貯蔵品 659,722 601,371

その他 221,890 123,175

流動資産合計 13,791,530 13,459,384

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,364,969 4,410,175

減価償却累計額 △2,042,122 △2,187,174

建物及び構築物（純額） 2,322,846 2,223,000

機械装置及び運搬具 8,821,164 8,805,471

減価償却累計額 △7,486,648 △7,657,580

機械装置及び運搬具（純額） 1,334,516 1,147,890

土地 800,483 885,086

建設仮勘定 244,181 368,094

その他 1,670,792 1,738,733

減価償却累計額 △1,530,760 △1,597,360

その他（純額） 140,031 141,373

有形固定資産合計 4,842,059 4,765,444

無形固定資産 15,923 28,150

投資その他の資産   

投資有価証券 31,515 40,230

保険積立金 628,718 637,635

繰延税金資産 490,151 505,081

その他 142,011 159,144

投資その他の資産合計 1,292,396 1,342,092

固定資産合計 6,150,379 6,135,688

資産合計 19,941,910 19,595,072
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  (単位：千円)

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 213,984 237,616

未払法人税等 270,394 347,295

賞与引当金 282,541 328,596

役員賞与引当金 95,162 98,344

その他 438,985 511,326

流動負債合計 1,301,067 1,523,177

固定負債   

長期未払金 224,952 219,552

退職給付に係る負債 － 792

その他 － 350

固定負債合計 224,952 220,694

負債合計 1,526,019 1,743,872

純資産の部   

株主資本   

資本金 455,330 455,330

資本剰余金 418,223 418,223

利益剰余金 17,347,302 18,013,315

自己株式 △134,548 △1,366,614

株主資本合計 18,086,307 17,520,254

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,058 12,986

為替換算調整勘定 128,339 123,773

その他の包括利益累計額合計 135,398 136,760

新株予約権 194,184 194,184

純資産合計 18,415,890 17,851,200

負債純資産合計 19,941,910 19,595,072
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 9,431,090 9,494,091

売上原価 4,448,073 4,232,871

売上総利益 4,983,017 5,261,219

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 3,215,750 ※１,※２ 3,301,578

営業利益 1,767,266 1,959,640

営業外収益   

受取利息 473 235

受取配当金 805 1,083

受取手数料 951 1,149

受取賃貸料 － 3,920

作業くず売却益 23,379 42,230

その他 5,015 9,902

営業外収益合計 30,624 58,522

営業外費用   

賃貸費用 － 2,832

支払手数料 5 3,928

為替差損 17,951 －

その他 20 －

営業外費用合計 17,977 6,760

経常利益 1,779,913 2,011,402

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 1,410 ※３ 3,440

特別利益合計 1,410 3,440

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 444 ※４ 95

固定資産除却損 ※５ 2,483 ※５ 243

特別損失合計 2,928 338

税金等調整前当期純利益 1,778,394 2,014,505

法人税、住民税及び事業税 525,682 590,045

法人税等調整額 △11,988 △17,717

法人税等合計 513,694 572,327

当期純利益 1,264,700 1,442,177

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 1,264,700 1,442,177
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

当期純利益 1,264,700 1,442,177

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,175 5,927

為替換算調整勘定 50,415 △4,565

その他の包括利益合計 ※１ 51,590 ※１ 1,361

包括利益 1,316,291 1,443,539

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,316,291 1,443,539

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 455,330 418,223 16,782,461 △214,531 17,441,483

当期変動額      

剰余金の配当   △684,223  △684,223

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,264,700  1,264,700

自己株式の処分  △15,635  79,983 64,347

自己株式処分差損の振替  15,635 △15,635  －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 564,840 79,983 644,824

当期末残高 455,330 418,223 17,347,302 △134,548 18,086,307

 

      

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 5,883 77,924 83,807 203,923 17,729,214

当期変動額      

剰余金の配当     △684,223

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,264,700

自己株式の処分     64,347

自己株式処分差損の振替     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,175 50,415 51,590 △9,738 41,851

当期変動額合計 1,175 50,415 51,590 △9,738 686,676

当期末残高 7,058 128,339 135,398 194,184 18,415,890
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当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）

     (単位：千円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 455,330 418,223 17,347,302 △134,548 18,086,307

当期変動額      

剰余金の配当   △748,415  △748,415

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,442,177  1,442,177

自己株式の取得    △1,307,751 △1,307,751

自己株式の処分  △27,748  75,685 47,936

自己株式処分差損の振替  27,748 △27,748  －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 666,013 △1,232,065 △566,052

当期末残高 455,330 418,223 18,013,315 △1,366,614 17,520,254

 

      

 その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計

 
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 7,058 128,339 135,398 194,184 18,415,890

当期変動額      

剰余金の配当     △748,415

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,442,177

自己株式の取得     △1,307,751

自己株式の処分     47,936

自己株式処分差損の振替     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

5,927 △4,565 1,361  1,361

当期変動額合計 5,927 △4,565 1,361 － △564,690

当期末残高 12,986 123,773 136,760 194,184 17,851,200
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前連結会計年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,778,394 2,014,505

減価償却費 644,296 605,015

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,394 46,055

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5,737 3,182

受取利息及び受取配当金 △1,278 △1,319

固定資産売却損益（△は益） △965 △3,345

固定資産除却損 2,483 243

売上債権の増減額（△は増加） △65,996 △25,268

棚卸資産の増減額（△は増加） 73,921 △42,178

その他の流動資産の増減額（△は増加） 41,423 △31,735

仕入債務の増減額（△は減少） 27,227 22,820

その他の流動負債の増減額（△は減少） △65,698 18,213

その他 54,143 44,035

小計 2,498,083 2,650,222

利息及び配当金の受取額 1,278 1,319

法人税等の支払額 △488,114 △513,147

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,011,247 2,138,394

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 △100,000

定期預金の払戻による収入 100,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △110,224 △465,856

有形固定資産の売却による収入 1,448 4,022

無形固定資産の取得による支出 △943 △20,666

保険積立金の積立による支出 △150,204 △5,824

その他 △132,684 108,229

投資活動によるキャッシュ・フロー △392,609 △380,095

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △1,307,751

配当金の支払額 △684,308 △747,914

その他 10 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △684,297 △2,055,665

現金及び現金同等物に係る換算差額 40,083 △3,289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 974,424 △300,656

現金及び現金同等物の期首残高 8,793,791 9,768,215

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 9,768,215 ※１ 9,467,559
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
(1）連結子会社の数
　前連結会計年度5社、当連結会計年度5社
連結子会社名
株式会社ジーテック
株式会社牧野工業
株式会社日進エンジニアリング
日進工具香港有限公司
NS TOOL USA,INC.

 
２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、日進工具香港有限公司及びNS TOOL USA,INC.の決算日は、12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結
決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。その他の連
結子会社の決算日は連結会計年度と一致しております。
 

４．会計方針に関する事項
(1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ 有価証券

(イ）その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用してお
ります。
市場価格のない株式等
 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ 棚卸資産

 (イ）製品、原材料

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）
(ロ）仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

 当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～38年

機械装置及び運搬具 ２～17年

その他 ２～20年
ロ 無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）重要な引当金の計上基準
イ 賞与引当金

従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を計上しております。
ロ 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度において予想される支給見込額に基づき、
当連結会計年度の負担額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度の退職給付に係る費
用は、拠出時に費用として認識しております。また、一部の海外子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており
ます。
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(5）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社は、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の
納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収
益を認識しております。ただし、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時ま
での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

(6）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ
り、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年９月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年９月13日　企業会計基準委

員会）　等

 

(1）概要

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全

てのリースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏

まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第

16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、

かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基

準等が公表されました。

借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイ

ナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産

に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

 

(2）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「リースに関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。

 

・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年１月９日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年１月９日　企業会計基

準委員会）

 

(1）概要

「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準

を設定することを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実

務指針第１号「後発事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して

企業会計基準委員会に移管することを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を

行うとともに、財務諸表の公表の承認に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示

について定めたものであります。

 

(2）適用予定日

2028年３月期の期首から適用します。

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

54/88



（連結貸借対照表関係）

※１　受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当連結会計年度
（2026年３月31日）

受取手形 99,443千円 96,509千円

売掛金 1,293,918 1,321,899

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

役員報酬 295,690千円 293,500千円

給与手当 694,090 733,004

退職給付費用 30,086 31,802

賞与引当金繰入額 120,265 151,703

役員賞与引当金繰入額 95,162 98,344

研究開発費 427,066 455,031

 
 
※２　一般管理費に含まれる研究開発費の総額

 
 
 

前連結会計年度
（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

 427,066千円 455,031千円

 
※３　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

機械装置及び運搬具 1,410千円 3,440千円

 
※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

機械装置及び運搬具 －千円 95千円

建設仮勘定 444 －

計 444 95

 

 

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

建物及び構築物 －千円 243千円

機械装置及び運搬具 0 0

建設仮勘定 280 －

ソフトウエア仮勘定 2,203 －

その他 0 0

計 2,483 243
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（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額並びに法人税等及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 1,680千円 8,715千円
法人税等及び税効果額 △504 △2,787

その他有価証券評価差額金 1,175 5,927

為替換算調整勘定：   

当期発生額 50,415 △4,565

その他の包括利益合計 51,590 1,361
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 25,035,034 － － 25,035,034

合計 25,035,034 － － 25,035,034

自己株式
（注）１・２・３

    

普通株式 185,138 825 69,800 116,163

合計 185,138 825 69,800 116,163

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加825株は、譲渡制限付株式報酬制度の譲渡制限解除に伴う無償取得に
よる増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少10,300株は、新株予約権の行使による減少であります。
３．普通株式の自己株式の株式数の減少59,500株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの
であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

－ － － － － 194,184

 合計 － － － － － 194,184

 
３．配当に関する事項
(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月21日
定時株主総会

普通株式 310,623 12.5 2024年３月31日 2024年６月24日

2024年10月31日
取締役会

普通株式 373,600 15.0 2024年９月30日 2024年12月２日

 
(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 373,783 利益剰余金 15.0 2025年３月31日 2025年６月25日
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当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 25,035,034 － － 25,035,034

合計 25,035,034 － － 25,035,034

自己株式
（注）１・２・３

    

普通株式 116,163 1,506,100 69,300 1,552,963

合計 116,163 1,506,100 69,300 1,552,963

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,504,900株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であ
ります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、当社従業員に対する譲渡制限付株式の無償取得による増
加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少69,300株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもの
であります。

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

－ － － － － 194,184

 合計 － － － － － 194,184

 
３．配当に関する事項
(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会

普通株式 373,783 15.0 2025年３月31日 2025年６月25日

2025年10月31日
取締役会

普通株式 374,632 15.0 2025年９月30日 2025年12月１日

 
(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

2026年６月24日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定です。

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2026年６月24日
定時株主総会

普通株式 352,231 利益剰余金 15.0 2026年３月31日 2026年６月25日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2024年４月１日
至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日
至 2026年３月31日）

現金及び預金勘定 9,868,215千円 9,567,559千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000 △100,000

現金及び現金同等物 9,768,215 9,467,559

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、一時的な余資はリスクの僅少な預金等に限定して運用しておりま

す。また、資金調達については、主にエクイティ・ファイナンスによる方針であります。

なお、当社グループは投機的な取引は行わない方針であり、デリバティブ取引についてはヘッジを含めて利

用しておりません。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外への売上にあた

り生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当社グループにおきましては円建

て取引のウェイトが高いことから、外貨建債権の金額は僅少であります。

投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。定期的に時価や発行企業の財務状況等を把握

することで減損懸念の早期把握や軽減を図っております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

法人税、住民税（都道府県民税及び市町村民税をいう。）及び事業税の未払額である未払法人税等は、２ヶ

月以内に納付期限が到来するものであります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモ

ニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を図っております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社月次で資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

前連結会計年度（2025年３月31日）

　2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、その他有価証券には含めておりません（（注）２．参照）。

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

　その他有価証券（注）２ 22,725 22,725 －

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること並びに預金、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」

及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることか

ら、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、投資有価証券の「その他有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分
当連結会計年度
（2025年３月31日）

非上場株式 8,790千円
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当連結会計年度（2026年３月31日）

　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等は、その他有価証券には含めておりません（（注）２．参照）。

 連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券    

　その他有価証券（注）２ 31,440 31,440 －

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること並びに預金、「受取手形及び売掛金」、「買掛金」

及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似するものであることか

ら、注記を省略しております。

２．市場価格のない株式等は、投資有価証券の「その他有価証券」には含まれておりません。当該金融

商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

区分
当連結会計年度
（2026年３月31日）

非上場株式 8,790千円
 

３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
前連結会計年度（2025年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 9,868,215 － － －

受取手形及び売掛金 1,393,362 － － －

合計 11,261,578 － － －

 
当連結会計年度（2026年３月31日）

 
１年以内
(千円）

１年超
５年以内
(千円）

５年超
10年以内
(千円）

10年超
(千円）

現金及び預金 9,567,559 － － －

受取手形及び売掛金 1,418,409 － － －

合計 10,985,968 － － －

 
３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 

(1）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券（上場株式） 22,725 － － 22,725

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

その他有価証券（上場株式） 31,440 － － 31,440
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(2）時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前連結会計年度（2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル１の時価に分類しております。

 

（有価証券関係）

その他有価証券
前連結会計年度（2025年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 22,725 12,635 10,090

合計 22,725 12,635 10,090

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額8,790千円）については、上記には含まれておりません。
 
当連結会計年度（2026年３月31日）

 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 31,440 12,635 18,805

合計 31,440 12,635 18,805

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額8,790千円）については、上記には含まれておりません。

 

 

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引をまったく利用し
ておりませんので、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
当社及び国内連結子会社は、確定拠出年金制度を採用しております。
なお、一部の海外連結子会社は、退職給付に係る負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己
都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
 
２．確定拠出年金制度
当社及び国内連結子会社の確定拠出年金制度への要拠出額は、前連結会計年度75,340千円、当連結会計年度
77,285千円であります。
 
３．簡便法を適用した確定給付年金制度

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 －千円 －千円
退職給付費用 － 755
退職給付の支払額 － －
制度への拠出額 － －
為替換算調整額 － 37

退職給付に係る負債の期末残高 － 792
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプション及び譲渡制限付株式報酬に係る費用計上額及び科目名
（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

売上原価 3,106 3,535

販売費及び一般管理費 51,037 45,143

 
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
(1）ストック・オプションの内容

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ４名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ４名

当社取締役　　　 ５名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ３名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ４名

当社子会社取締役 １名

株式の種類別のストック・

オプションの数

（注）２・３

普通株式 54,956株 普通株式 81,746株 普通株式 66,590株 普通株式 42,608株

付与日 2018年７月17日 2019年７月16日 2020年７月14日 2021年７月13日

権利確定条件 定めておりません。 同左 同左 同左

対象勤務期間 定めておりません。 同左 同左 同左

権利行使期間
自2018年７月18日

至2048年７月17日

自2019年７月17日

至2049年７月16日

自2020年７月15日

至2050年７月14日

自2021年７月14日

至2051年７月13日

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　株式数に換算して記載しております。
３　2021年４月１日付で実施した１株を２株とする株式分割の影響を考慮しております。

 
(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
当連結会計年度（2026年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ
ションの数については、株式数に換算して記載しております。なお、2021年４月１日付で実施した１株を２
株とする株式分割の影響を考慮しております。
 
①ストック・オプションの数

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

権利確定前（株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後（株）     

前連結会計年度末 41,874 62,286 53,074 39,454

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 － － － －

未行使残 41,874 62,286 53,074 39,454

 
②単価情報

 
2018年ストック・

オプション

2019年ストック・

オプション

2020年ストック・

オプション

2021年ストック・

オプション

権利行使価格   （円） 1 1 1 1

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における公正な

評価単価（円）
1,175 723 954 1,250

 
３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
該当事項はありません。
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４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し
ております。

 
５．譲渡制限付株式報酬の内容、規模及びその変動状況
(1）譲渡制限付株式報酬の内容

 
2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年7月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ４名

当社子会社取締役 １名

当社従業員　　　 26名

当社子会社従業員 13名

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ３名

当社子会社取締役 １名

当社従業員　　　 27名

当社子会社従業員 16名

譲渡制限株式の数 普通株式 49,400株 普通株式 9,900株 普通株式 46,400株 普通株式 10,900株

付与日 2022年７月20日 2022年12月１日 2023年７月20日 2023年12月１日

譲渡制限期間 （注）２
自 2022年12月１日

至 2025年12月１日
（注）２

自 2023年12月１日

至 2026年12月１日

解除条件 （注）３．５ （注）４．５ （注）３．５ （注）４．５

 

 
2024年７月譲渡制限付

株式報酬

2024年12月譲渡制限付

株式報酬

2025年７月譲渡制限付

株式報酬

2025年12月譲渡制限付

株式報酬

付与対象者の区分及び人数

当社取締役　　　 ４名

（注）１

当社執行役員　　 ３名

当社子会社取締役 ２名

当社従業員　　　 33名

当社子会社従業員 13名

当社取締役　　　 ５名

（注）１

当社執行役員　　 ５名

当社子会社取締役 ２名

当社従業員　　　 32名

当社子会社従業員 11名

譲渡制限株式の数 普通株式 47,300株 普通株式 12,200株 普通株式 57,800株 普通株式 11,500株

付与日 2024年７月19日 2024年12月２日 2025年７月18日 2025年12月１日

譲渡制限期間 （注）２
自 2024年12月２日

至 2027年12月１日
（注）２

自 2025年12月１日

至 2028年12月１日

解除条件 （注）３．５ （注）４．５ （注）３．５ （注）４．５

（注）１　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）が付与対象者であります。
２　付与日から当社の取締役及び執行役員、当社の子会社の取締役のいずれの地位からも退任するまで
の期間（ただし、本割当株式の交付の日の属する事業年度の経過後３ヶ月を経過するまでに退任する
場合につき、付与日の翌年７月１日時点とします。）
上記に定める譲渡制限期間（以下「本譲渡制限期間」といいます。）において、対象取締役等は割
り当てられた本割当株式につき、第三者に対して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、
遺贈その他一切の処分行為をすることができないものとします（以下「譲渡制限」といいます。）。
３　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役等が、割当日の直前の当社定時株主総会の日
から翌年の定時株主総会の日までの期間（以下「本役務提供期間」という）、継続して当社の取締役
及び執行役員、当社の子会社の取締役のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全
部について、本譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除します。但し、対象取締役等
が、当社の取締役会が正当と認める理由により、本役務提供期間が満了する前に上記の地位を喪失し
た場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を必要に応じて合理的
に調整するものとします。
４　本譲渡制限期間中、継続して当社の取締役、執行役員及び従業員、当社の子会社の取締役及び従業
員のいずれかの地位にあったことを条件として、本割当株式の全部について、本譲渡制限期間が満了
した時点をもって譲渡制限を解除します。但し、対象従業員が、当社の取締役会が正当と認める理由
により、本譲渡制限期間が満了する前に上記の地位を喪失した場合には、譲渡制限を解除する本割当
株式の数及び譲渡制限を解除する時期を必要に応じて合理的に調整するものとします。
５　組織再編等における取扱い
本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は
株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（但し、当該組織再編等に関して当
社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社
の取締役会の決議により、本役務提供期間の開始日から当該組織再編等の承認の日までの期間を踏ま
えて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解
除します。上記に規定する場合には、当社は、譲渡制限が解除された直後の時点において、なお譲渡
制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得します。
ただし、上記の定めにかかわらず、組織再編等の効力発生日が付与日の翌年７月１日以前である場
合には、当該効力発生日に先立ち、譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を、当社は当然に
無償で取得します。

 
 
 
 
 
 
 
 
(2）譲渡制限付株式報酬の規模及びその変動状況
①株式数
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2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年７月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

前連結会計年度末 45,500 9,600 45,500 10,600

付与 － － － －

無償取得 － 400 － 400

譲渡制限解除 － 9,200 － －

未解除残 45,500 － 45,500 10,200

 

 
2024年７月譲渡制限付

株式報酬

2024年12月譲渡制限付

株式報酬

2025年７月譲渡制限付

株式報酬

2025年12月譲渡制限付

株式報酬

前連結会計年度末 47,300 12,200 － －

付与 － － 57,800 11,500

無償取得 － 400 － －

譲渡制限解除 － － － －

未解除残 47,300 11,800 57,800 11,500

②単価情報

 
2022年７月譲渡制限付

株式報酬

2022年12月譲渡制限付

株式報酬

2023年７月譲渡制限付

株式報酬

2023年12月譲渡制限付

株式報酬

付与日における公正な
評価単価

1,207 1,112 1,163 1,029

 

 
2024年７月譲渡制限付

株式報酬

2024年12月譲渡制限付

株式報酬

2025年７月譲渡制限付

株式報酬

2025年12月譲渡制限付

株式報酬

付与日における公正な
評価単価

981 746 683 836

 
(3）公正な評価単価の見積方法
取締役会決議日の前営業日における東京証券取引所における当社普通株式の終値としております。
 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 16,897千円 27,786千円

賞与引当金 87,996  104,890

棚卸資産 133,465  106,893

連結会社間内部利益消去 25,017  37,732

未払費用 31,110  34,032

長期未払金 70,124  68,454

固定資産評価損否認 14,023  14,023

その他 137,464  148,381

小計 516,100  542,194

評価性引当額 △18,819  △26,765

繰延税金資産合計 497,280  515,428

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △3,031  △5,818

海外子会社の留保利益 △4,098  △4,528

繰延税金負債合計 △7,129  △10,347

繰延税金資産の純額 490,151  505,081

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2025年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等
の負担率との間の差異
が法定実効税率の100
分の５以下であるため
注記を省略しておりま
す。

 30.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  1.8

試験研究費等税額控除  △3.8

法定実効税率の変更による影響  △0.4

その他  0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率  28.4
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（資産除去債務関係）

前連結会計年度及び当連結会計年度
賃借契約に関連する敷金が資産に計上されているため、当該資産除去債務の負債計上に代えて、当該不動産
賃借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年
度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。
この見積りにあたり、使用見込期間は、不動産賃借契約開始からの平均退去年数である10年を用いておりま
す。
また、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額のうち、当連結会計年度の負担に属する金額は
1,639千円であり、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は当連結会計年度末は41,082千円であ
ります。
 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（2025年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2026年３月31日）

当社グループは、宮城県その他の地域において賃貸用の工場（土地を含む）を有しております。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,087千円であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 － －

 期中増減額 － 118,551

 期末残高 － 118,551

期末時価 － 118,551

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、当連結会計年度の主な増加額は不動産取得（121,383千円）であり、主な減

少額は減価償却（2,832千円）によるものであります。

３．期末の時価は、主要な物件について、金額的重要性が乏しいため、建物については簿価、土地

については「固定資産税評価額」に基づき自社で算定した金額であります。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

エンドミル（６mm以下） 7,539,510 7,635,336

エンドミル（６mm超） 798,646 799,424

エンドミル（その他） 430,601 365,318

その他 662,332 694,011

顧客との契約から生じる収益 9,431,090 9,494,091

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 9,431,090 9,494,091

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

 

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するに応じて）収益を認識する。

 

当社グループは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に事業活動を展開し

ており、主力事業である超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる「エンドミル関連」

と、工具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる「その他」の２つを事業セグメントとし

ております。これらの製品については、主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則

として製品の納入時点において支配が顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時

点において収益を認識しております。ただし、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移

転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用しております。ま

た、顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

(1）契約資産及び契約負債の残高等

当社及び連結子会社の契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重要な変動も発生して

いないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、

当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

(2）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１

年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約

から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ
り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも
のであります。

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築

し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関連」と「その

他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業であ

り、超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工

具ケースを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業等であります。なお、「エンドミル関

連」は、製品のサイズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）

に区分しております。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業

セグメントの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

 
【関連情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日 至2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省
略しております。

 
２．地域ごとの情報
(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 その他の地域 合計

6,762,620 1,372,564 1,295,905 9,431,090

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載
を省略しております。

 
３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社サカイ 1,479,392

（注）当連結グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。
 

当連結会計年度（自2025年４月１日 至2026年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省
略しております。

 
２．地域ごとの情報
(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 その他の地域 合計

6,715,324 1,407,297 1,371,469 9,494,091

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産
本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載
を省略しております。
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３．主要な顧客ごとの情報
（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高

株式会社サカイ 1,435,783

（注）当連結グループは報告セグメントが１つであるため、関連するセグメント名の記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
前連結会計年度及び当連結会計年度
該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自2024年４月１日　至2025年３月31日）
関連当事者との取引
(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等
該当事項はありません。

 
（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
該当事項はありません。

 
当連結会計年度（自2025年４月１日　至2026年３月31日）
関連当事者との取引
(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引
（ア）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等
該当事項はありません。

 
（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等
該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2024年４月１日

至 2025年３月31日）

当連結会計年度
（自 2025年４月１日

至 2026年３月31日）

１株当たり純資産額 731.24円 751.94円

１株当たり当期純利益 50.80円 58.38円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 50.40円 57.92円

（注）１．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで
あります。

 
前連結会計年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当連結会計年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,264,700 1,442,177

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（千円）

1,264,700 1,442,177

普通株式の期中平均株式数（株） 24,896,763 24,704,835

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額
（千円）

－ －

普通株式増加数（株） 196,448 196,439

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

 

【資産除去債務明細表】

資産除去債務に関しては、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収が最終

的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法を

採用しているため該当事項はありません。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上高（千円） 4,591,018 9,494,091

税金等調整前中間（当期）純利益（千円） 783,356 2,014,505

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（千円） 543,866 1,442,177

１株当たり中間（当期）純利益（円） 21.81 58.38
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,961,924 7,439,415

売掛金 ※１ 998,448 ※１ 1,019,769

商品及び製品 1,268,219 1,377,059

仕掛品 202,171 238,417

原材料及び貯蔵品 616,076 563,421

前払費用 73,562 82,555

１年内回収予定の関係会社長期貸付金 25,270 －

その他 ※１ 140,940 ※１ 27,121

流動資産合計 11,286,614 10,747,759

固定資産   

有形固定資産   

建物 2,057,521 1,978,649

構築物 40,802 34,443

機械及び装置 1,063,996 929,241

車両運搬具 20,714 20,939

工具、器具及び備品 73,068 91,007

土地 706,238 790,840

建設仮勘定 122,059 110,291

有形固定資産合計 4,084,401 3,955,414

無形固定資産   

ソフトウエア 13,365 25,887

その他 1,397 1,281

無形固定資産合計 14,763 27,168

投資その他の資産   

投資有価証券 31,515 40,230

関係会社株式 388,089 388,089

出資金 2,115 2,115

関係会社長期貸付金 50,540 －

繰延税金資産 427,331 420,726

差入保証金 3,769 2,401

敷金 117,971 123,813

保険積立金 628,718 637,635

長期前払費用 6,344 6,099

その他 2,000 15,030

投資その他の資産合計 1,658,395 1,636,142

固定資産合計 5,757,559 5,618,725

資産合計 17,044,173 16,366,484
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2025年３月31日)
当事業年度

(2026年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※１ 287,499 ※１ 334,523

未払金 ※１ 89,767 ※１ 153,132

未払費用 ※１ 160,209 ※１ 172,492

未払法人税等 235,230 216,445

前受金 － 6,767

預り金 7,944 8,182

賞与引当金 207,800 250,034

役員賞与引当金 83,436 87,897

その他 37,608 2,166

流動負債合計 1,109,496 1,231,641

固定負債   

長期未払金 213,163 207,763

その他 － 350

固定負債合計 213,163 208,113

負債合計 1,322,659 1,439,754

純資産の部   

株主資本   

資本金 455,330 455,330

資本剰余金   

資本準備金 418,223 418,223

資本剰余金合計 418,223 418,223

利益剰余金   

利益準備金 22,414 22,414

その他利益剰余金   

別途積立金 11,400,000 11,700,000

繰越利益剰余金 3,358,850 3,490,204

利益剰余金合計 14,781,265 15,212,619

自己株式 △134,548 △1,366,614

株主資本合計 15,520,270 14,719,558

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 7,058 12,986

評価・換算差額等合計 7,058 12,986

新株予約権 194,184 194,184

純資産合計 15,721,514 14,926,730

負債純資産合計 17,044,173 16,366,484
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当事業年度
(自　2025年４月１日
　至　2026年３月31日)

売上高 ※１ 8,070,973 ※１ 8,277,131

売上原価 ※１ 4,076,502 ※１ 4,111,629

売上総利益 3,994,470 4,165,502

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 2,554,985 ※１,※２ 2,661,480

営業利益 1,439,484 1,504,022

営業外収益   

受取利息 968 526

受取配当金 ※１ 102,704 ※１ 89,340

作業くず売却益 16,570 26,023

その他 3,966 10,789

営業外収益合計 124,209 126,680

営業外費用   

賃貸費用 － 2,832

支払手数料 5 3,928

その他 20 －

営業外費用合計 26 6,760

経常利益 1,563,668 1,623,942

特別利益   

固定資産売却益 1,409 3,345

特別利益合計 1,409 3,345

特別損失   

固定資産売却損 444 95

固定資産除却損 2,483 0

特別損失合計 2,928 95

税引前当期純利益 1,562,149 1,627,192

法人税、住民税及び事業税 437,955 415,857

法人税等調整額 △20,053 3,816

法人税等合計 417,901 419,674

当期純利益 1,144,247 1,207,518
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,212,499 30.1 1,263,814 30.0

Ⅱ　労務費  742,090 18.5 792,882 18.8

Ⅲ　経費  2,067,046 51.4 2,156,560 51.2

（減価償却費）  (378,277) (9.4) (340,225) (8.1)

（外注加工費）  (1,397,073) (34.7) (1,544,937) (36.7)

当期総製造費用  4,021,636 100.0 4,213,257 100.0

期首仕掛品棚卸高  274,079  202,171  

期末仕掛品棚卸高  202,171  238,417  

他勘定振替高  －  －  

当期製品製造原価  4,093,544  4,177,011  

 
原価計算の方法

原価計算の方法は、製品別個別原価計算であり、期中は予定単価を用い、原価差額は期末において製品、仕掛品、売

上原価等に配賦しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 455,330 418,223 － 418,223 22,414 10,800,000 3,514,462 14,336,877

当期変動額         

別途積立金の積立      600,000 △600,000 －

剰余金の配当       △684,223 △684,223

当期純利益       1,144,247 1,144,247

自己株式の処分   △15,635 △15,635     

自己株式処分差損の振替   15,635 15,635   △15,635 △15,635

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － 600,000 △155,612 444,387

当期末残高 455,330 418,223 － 418,223 22,414 11,400,000 3,358,850 14,781,265

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △214,531 14,995,899 5,883 5,883 203,923 15,205,706

当期変動額       

別途積立金の積立  －    －

剰余金の配当  △684,223    △684,223

当期純利益  1,144,247    1,144,247

自己株式の処分 79,983 64,347    64,347

自己株式処分差損の振替  －    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  1,175 1,175 △9,738 △8,563

当期変動額合計 79,983 524,371 1,175 1,175 △9,738 515,807

当期末残高 △134,548 15,520,270 7,058 7,058 194,184 15,721,514
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当事業年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

       (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 455,330 418,223 － 418,223 22,414 11,400,000 3,358,850 14,781,265

当期変動額         

別途積立金の積立      300,000 △300,000 －

剰余金の配当       △748,415 △748,415

当期純利益       1,207,518 1,207,518

自己株式の取得         

自己株式の処分   △27,748 △27,748     

自己株式処分差損の振替   27,748 27,748   △27,748 △27,748

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        

当期変動額合計 － － － － － 300,000 131,354 431,354

当期末残高 455,330 418,223 － 418,223 22,414 11,700,000 3,490,204 15,212,619

 

       

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △134,548 15,520,270 7,058 7,058 194,184 15,721,514

当期変動額       

別途積立金の積立  －    －

剰余金の配当  △748,415    △748,415

当期純利益  1,207,518    1,207,518

自己株式の取得 △1,307,751 △1,307,751    △1,307,751

自己株式の処分 75,685 47,936    47,936

自己株式処分差損の振替  －    －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  5,927 5,927  5,927

当期変動額合計 △1,232,065 △800,711 5,927 5,927 － △794,783

当期末残高 △1,366,614 14,719,558 12,986 12,986 194,184 14,926,730
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法
(1）有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）
市場価格のない株式等…移動平均法による原価法

(2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品、原材料…移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算

定）
仕掛品………‥個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）
 

２．固定資産の減価償却の方法
(1）有形固定資産
定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　４～38年
構築物　　　　　　　　７～20年
機械及び装置　　　　　２～10年
車両運搬具　　　　　　４～６年
工具、器具及び備品　　２～20年

(2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

 
３．引当金の計上基準
(1）賞与引当金
　従業員賞与の支出に備えるため支給見込額のうち、当事業年度の負担額を計上しております。
(2）役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度において予想される支給見込額に基づき、当事業年

度の負担額を計上しております。
 
４．収益及び費用の計上基準
　当社は主に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としており、原則として製品の納入時点において支配が
顧客に移転して履行義務が充足されると判断していることから、当該時点において収益を認識しております。ただ
し、国内の販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。
　また、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き等を控除した金額で測定しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1）退職給付に係る会計処理の方法
当社は、確定拠出年金制度を採用しております。確定拠出年金制度の退職給付に係る費用は、拠出時に費用とし
て認識しております。
 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2025年３月31日）
当事業年度

（2026年３月31日）

短期金銭債権 267,959千円 297,891千円

短期金銭債務 118,239 143,149

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2024年４月１日
至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
至　2026年３月31日）

営業取引による取引高
売上高
営業費用

 
2,707,148千円
1,045,187

 
2,952,048千円
1,118,003

営業取引以外の取引高 102,483 88,589

 
※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度15％、当事業年度13％、一般管理費に属する費用のおおよそ
の割合は前事業年度85％、当事業年度87％であります。
販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。
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前事業年度

（自　2024年４月１日
　　至　2025年３月31日）

当事業年度
（自　2025年４月１日
　　至　2026年３月31日）

役員報酬 235,114千円 233,768千円

給与 485,057 528,595

賞与引当金繰入額 94,143 124,485

退職給付費用 22,374 23,782

役員賞与引当金繰入額 83,436 87,897

減価償却費 55,833 50,890

研究開発費 427,866 455,771

 

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は388,089千円、前事業年度の貸借対照表計上額は388,089千円）
は、市場価格がないため時価を記載しておりません。
 

 
（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

繰延税金資産    

未払事業税 14,214千円 15,751千円

賞与引当金 62,430  77,354

棚卸資産 125,345  100,426

未払費用 27,110  30,264

長期未払金 65,947  64,277

固定資産評価損否認 13,585  13,585

その他 135,313  145,985

繰延税金資産小計 443,948  447,645
評価性引当額 △13,585  △21,100

繰延税金資産合計 430,362  426,545
繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △3,031  △5,818

繰延税金負債合計 △3,031  △5,818
繰延税金資産の純額 427,331  420,726

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2025年３月31日）
 

当事業年度
（2026年３月31日）

法定実効税率 30.0  30.0
（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0  2.0

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.0  △1.7

試験研究費等税額控除 △3.0  △4.6

法定実効税率の変更による影響 △0.4  △0.4

その他 0.0  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 26.8  25.8

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類
当期首
残高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 3,841,912 46,036 － 124,908 3,887,948 1,909,299

構築物 146,748 － － 6,358 146,748 112,305

機械及び装置 6,193,816 170,518 227,250 304,149 6,137,084 5,207,842

車両運搬具 71,279 8,507 9,724 8,200 70,062 49,122

工具、器具及び備品 795,521 66,022 5,616 48,083 855,928 764,920

土地 706,238 84,602 － － 790,840 －

建設仮勘定 122,059 183,911 195,679 － 110,291 －

有形固定資産計 11,877,577 559,598 438,271 491,701 11,998,904 8,043,490

無形固定

資産
ソフトウエア 304,151 22,666 763 10,086 326,053 300,166

ソフトウエア仮勘定 － 1,254 1,254 － － －

その他 2,111 － － 116 2,111 830

無形固定資産計 306,262 23,920 2,017 10,202 328,165 300,996

（注）１．当期首残高及び当期末残高については、取得価額により記載しております。
２．当期増減額のうち主なものは以下のとおりです。

（単位：千円）

機械及び装置 増加額 仙台工場　生産設備 90,701

建設仮勘定 増加額 仙台工場　生産設備 79,700

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

賞与引当金 207,800 250,034 207,800 250,034

役員賞与引当金 83,436 87,897 83,436 87,897

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定時株主総会 毎年６月

基準日 毎年３月31日

剰余金の配当の基準日
毎年９月30日

毎年３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ───────

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

https://www.ns-tool.com

株主に対する特典

毎年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対して、株式保有期間及び
所有株式数に応じてオリジナルクオカードを以下の基準により贈呈いたします。

保有年数 保有株式数 内容

３年以上 100株以上 オリジナルクオカード　2,000円分

（注）保有年数３年以上とは、株主名簿基準日（３月31日及び９月30日）の株主名簿
に、同一株主番号で７回以上連続して１単元（100株）以上の保有記録が記載又
は記録される状態を指します。

 
 (注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２号各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請

求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の
権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】
当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 (１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書
 事業年度（第64期）（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）2025年６月25日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類
2025年６月25日関東財務局長に提出

（３）半期報告書及び確認書
（第65期中）（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）2025年11月12日関東財務局長に提出

（４）臨時報告書
2025年４月８日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。
2025年６月25日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく
臨時報告書であります。
2026年２月４日関東財務局長に提出
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

（５）自己株券買付状況報告書
報告期間（自　2025年10月１日　至　2025年10月31日）2025年11月６日関東財務局長に提出
報告期間（自　2025年11月１日　至　2025年11月30日）2025年12月３日関東財務局長に提出
報告期間（自　2025年12月１日　至　2025年12月31日）2026年１月５日関東財務局長に提出
報告期間（自　2026年１月１日　至　2026年１月31日）2026年２月２日関東財務局長に提出
報告期間（自　2026年２月１日　至　2026年２月28日）2026年３月２日関東財務局長に提出
報告期間（自　2026年３月１日　至　2026年３月31日）2026年４月１日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 2026年６月23日

日進工具株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 そうせい監査法人

 東京都千代田区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大髙　宏和

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　勝治

 

＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日進工具株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸

表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日進

工具株式会社及び連結子会社の2026年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎と

なる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要

であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

有価証券報告書

83/88



 

売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

連結財務諸表【注記事項】（連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項）４．会計方針に関する事項（５）

重要な収益及び費用の計上基準に記載のとおり、会社は主

に完成した製品を顧客に供給することを履行義務としてお

り、原則として製品の納入時点において支配が顧客に移転

して履行義務が充足されると判断していることから、当該

時点において収益を認識している。

会社の製品は主として代理店向けに卸売販売されてお

り、比較的少数の代理店への販売が中心となっている。

このため、当該取引については一定のリスクが存在する

ことから、売上高の期間帰属の適切性が、当連結会計年度

の監査上の主要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、主に以下の手続を実施した。

・売上高に関連する内部統制の整備及び運用状況の評

価を実施した。

・売上高について、月次推移や利益率分析、主要な得

意先別の前期比較を実施した。

・期末日前後の売上取引について、関連証憑との突合

を実施した。

・翌期の売上明細を通査し、重要な返品の有無を確認

するとともに顧客からの返品伝票との突合を実施した。

・一定金額以上の売掛金残高について残高確認を実施

した。

・主要得意先について期末日後の売掛金の入金状況を

確かめた。

 

その他の事項

会社の2025年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任

監査人は、当該連結財務諸表に対して2025年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸表に対して除外
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事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引

や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入

手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査閲に関

して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止され

ている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると

合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日進工具株式会社の2026年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、日進工具株式会社が2026年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用

される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。

監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別した

内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報

告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
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当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬及

び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等 (３)【監査の状

況】に記載されている。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上

 

 （注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

 2026年６月23日

日進工具株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 そうせい監査法人

 東京都千代田区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大髙　宏和

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 木村　勝治

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日進工具株式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第65期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日進工具

株式会社の2026年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な

監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

売上高の期間帰属

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（売上高の期間帰属の適切性）と同一内容である

ため、記載を省略している。

 

その他の事項

会社の2025年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して2025年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

 

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書以

外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その

他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
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当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査

証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表

明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を

適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監査

上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場

合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的に

見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
 

＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　　上

 

 （注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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